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は　し　が　き

　経済と医療にかかわる問題は，その内容において多岐にわたるものである

が，ここにおいて考察したものはそのごく一部にすぎない。本書では医療に関

する公共政策のうち，特に保険政策を中心として考察したものであるが，その

いっそうの展開にはなお時日を要するであろう。前半においては，主として保

険政策一般について若干の理論的考察を行った。後半においては，医療保険を

めぐる諸問題について，ごく限られた範囲のものであるが，若干の考察をなし

た。

　ところで，本書がともかくこのような形で著わしえたのは，ひとえに学窓以

来今日にいたるまで常にあたたかいご指導をいただいている学部長・和田貞夫

先生，佐藤浩一先生をはじめとして，恩師の先生方のご指導のおかげであり，

ここに深く感謝を申上げる。森田　勘・宮本勝浩・山下和久・高木洋子・綿貫

伸一郎の先生方から研究会その他をつうじて多くのご教示をいただき厚く御礼

申上げる。名古屋大学の水野正一先生，奥野信宏先生には研究会に出席の機会

を与えていただくと共に常にあたたかいご指導をいただき深く感謝を申上げ

る。

　　1981年12月

渡　辺 茂
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第1部　保険政策についての

　　　　理論的考察



1　序　3

．第1章　医療の経済学的分析の展開

§1　序

　今日，医療サービスの需要は大きく，国民医療費総額及びその国民総生産に

対する比はかなりの高水準にあることが知られている1）。これと共に，健康及

び医療の問題へ経済学的視点から接近することが益々重要となってきたといえ

よう。

　医療の経済分析の先駆的研究であるArrow〔1〕及びKlarman〔7〕の所論

に基づいて，医療サービスの特に重要と思われる経済的諸特質を整理すると次

のようになる2）。

　（1）外部性。伝染病の場合に，ある個人が医療サービスによって免疫性を獲

　　得するならば，感染の連鎖が切れて外部性が生じることになる。

　②　投資的側面をもっている。

　③　需要の不確実性。通常の恥・サービスに対する益虫と同様に，事前に計

　　画できる健康診断や予防免疫の措置を別とすれば，医療サービスは疾病ま

　　た1ま負傷が現実に発生したときに必需的に需要される。しかも，その疾病

1）厚生省編〔13〕によると昭和53年度の国民医療費総額は100，042億円であり，その

　国民総生産に対する割合は，4．78％である。

2）その他の経済的特質としては，以下の諸点が挙げられる。

　0り「不完全知識。医療サービスについての知識は高度であるので，需要者は医療サー

　　ビスについての完全な知識をもっていない。

　ω　参入障壁。医療サービスを供給するためには免許が必要とされる。供給者に免許

　　や認可を与えるという制度は，医療サービスに限らず理髪サービス・葬儀サービス

　　等にもみられるが，参入障壁という観点から医師免許は代表的である。

　（ウ）医療教育と共に結合生産されるb教育病院においては，医療サービスは医学教育

　　と共に，ときには医学研究と共に生産される場合が多い。・



4　第1章　医療の経済学的分析の展開

　の発生には不確実性がともない，通常の財のように需要を事前に計画する

　ことはできない。

§2外部性について

　上述の（1）で示された外部性に着目した分析とレて，Culyer〔2〕を挙げ

うる。それは外部性の立場から，医療サービスを原則として無料で現物給付し

ているNHs（National　Health　service）制度3）について論じ，さらにその経済

的説明を試みたものである。しかもそこでは，伝染病に関連した外部性のみな

らず富者の慈善的動機に関連した外部性も併せ考慮されており，上述の（2）

の考え方がいっそう展開されたといえる。富者の慈善的動機に関連した外部性

を扱った他の試みとしては，Hochman＆Rodgers〔5〕等がある。そこでは，

所得水準それ自体が慈善の対象とされているが，Culyerの分析においては，慈

善の対象が医療サービスのみに限定されている。この限定について，正ees〔8〕

は，「医療サービスの外部性は食事・衣服あるいは住居のそれと同程度であ

る。」と考えている。疾病に対する考え方次第によって，’医療サービスの外部

性は大きくも小さくもなるであろう。しかし，不十分な食事・衣服あるいは住

居と違って医療サービスが不足すれば生命が直接に脅かされることになる，し

たがって，医療サービスを特に慈善の対象としてその外部性を考察したCu1－

yer〔2〕の分析は，医療問題への興味深い接近の一つといえよう。しかし，次

の点は，Culyer〔2〕の若干の問題点として指摘できよう。すなわち，健康診

断や予防免疫の措置等の健康時に受ける医療サービスを別とすれば，医療サー

ビスは需要の価格弾力性がきわめて低い必需的なサービスであり，他の財と代

替的な形で同じように効用関数にいれることは困難である。さらに，医療サー

ビスの需要は不確実であり医療サービス価格・所得水準が与えられていても，

3）イギリス国民の健康増進と疾病の予防と診断及び治療を保障するために1946年法制

　化され，1948年7月5日に実施に移された。詳しくは，Culyer〔3〕を参照。
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それに対応した需要水準を事前に計画することも困難である。

§3投資的側面について

　他方，上述（2）の医療サービスの経済的特質すなわち投資的側面に着目し

準Grossman〔4〕等の分析においては，消費者が最終財として需要するのは

医療サービスそのものではなく，それを用いて家計によって生産される健康で

あるとされている。すなわち，医療サービスの需要量ではなく健康な時間に効

用が依存するようなモデルが分析されている。このGrossman〔4〕において

は，自らの健康状態は与えられたものとするのではなく自己管理すべきものと

されている。この健康管理は，専門医による健康診断・予防免疫接種措置・生

活指導等を病気で倒れる前に受けることによってなされる。すなわち，この分

析においては，健康は人的資本の一つであるという立場から，医療サービスは

人的資本を増加させるための投入と考えられている。この健康時に受ける医療

サービスについては，通常の財・サービスと同様にその需要量を事前に計画で

きることになる。、この人的資本の立場からの接近については別の機会に検討を

試みるとして，ここではこれ以上の考察をしないでおく。

§4不確実性について

　ところで，病気（あるいは事故）の発生は不確実であり，その生じる確率は

人々によって異なるのであろう。この不確実性という上述（3）の経済的特質

に着目した接近においては，一般に保険の問題がその考察の対象とされてい

る。保険者が被保険者を事故率の違いによって区別することができず，すべて

の被保険者に一律の保険料を課・しその保険料のもとで被保険者によって需要量

が決められる場合に，不完全情報下での競争解よりも保険需要量を強制的に一

定量と定める保険政策が，パレート基準で望ましい結果をもたらす可能性があ
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ることを，Johnson〔6〕は示した4）。このJohnso珍〔6〕の分析においては，

病気（あるいは事故）の生じる確率は，外生的に所与であり，被保険者の行動に

よって影響されないと仮定されている。しかし，実際には保険の導入あるいは

普及によって，人々の予防的行動（したがって事故率）が全く影響を受けない

とは言えないであろう。5）

　Shave11〔10〕は事故が生じる確率を減少させるための．支出，すなわち自己防

御，Self－Protection，への支出についての情報が不正確な場合における最適保

険政策について分析している。6）

　以上は，主として保険政策一般についての理論的分析である。ところで，現

在のわが国における深刻な医療問題の一つとして，医療保険国庫負担の額がき

わあて大きいことが挙げられるであろう。7）このような状況の背景にある事情

は藤田教授〔11〕によって分析されている。すなわち，わが国の医療保険は制

度問の財政力格差が大きいため，給付および拠出面における極端な制度間のア

ンバランスを避けようとすれば，弱体な制度を財政的に自立させることは不可

能に近い。この問題に対処するには，制度の統合以外に，二つの基本的方法が

ある。一つは国庫負担の傾斜的配分による調整であり，いま一つは制度間財政

調整である。そのうち，前者の方法が採用されてきたので，医療保険国庫負担

の額がきわめて大きくなったとされる。さらに，医療保険に対する国庫負担以

4）このJohnson〔6〕簿については，第2章で検討を試みる。

5）酒井教授〔15〕によると，「例えば・高額の火災保険の加入後・火の用心の頻度を減

　らし予防設備の設置を怠ったりする人が出たり・もっと極端な場合には・火災の発生

　をむしろ待ち望む人が出るかもしれない。また医療保険の普及が人々の病院通いの回

　数を増加させ，医者の投薬量を増加させる傾向があることは周知の事実である。」と

　説明されている。同様の指摘はArrow［1］を参照。

6）　このShave11〔10〕等については，第3章で検討を試みる。さらに・第4章では・事

　故が生じたときに，保険給付とは別に，一定額の現金給付（例えば，傷病手当金ある

　いは見舞金）もなされるとした場合の最適保険政策について考察する。

7）この問題については，第5章で検討を試みる。
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外の種々の医療費公費負担についても藤田教授〔11〕によって分析されている。

すなわち，生活保護法による医療扶助費8）と老人福祉費中の老人医療費の全額

を合わせて，約8，000億円に達すること等が示されている。また，健康保険組合

連合会編〔藍2〕によると，例えば国民健康保険においては，1月当たりの自己

負担金のうち3万9千円を越える額は高額療養費として支給されている。その

高額療養費支給制度9）などの影響による保険料負担の増大を緩和するための特

別の財政措置としての臨時財政調整交付金が国庫負担として支給されている。

1974年度新規予算で350億円が計上されそ以来，年々増額され1979年度当初予

算では1312億円となっている。この高額療養費支給制度等における自己負担限

度額一般についての分析はMossin〔9〕によってなされている。すなわち，保

険料を支払えばその保険料に対応した自己負担限度額が定められ，損害がその

自己負担限度額以上の場合には，その差額（損害額一自己負担限度額）の全額

が保険でカバーされるが，そうでない場合には全額自己負担するといった保険

形態を想定することによって，最：適自己負担限度額が初期所得とどのような関

係にあるのかについて分析されている。

　　　　　　　　　　　　　§5　結　　び

　医療サービスには市場機構になじまないいくつかの経済的特質をもっている

ので，各国において医療をめぐる公共政策が実施されている。そして，その政

策にともなう主として財政面での問題は，わが国における深刻な諸問題の一つ

となっている。公共政策とりわけ保険政策についての一層の理論的展開及び財

政面での問題に対処するための方策についての研究はまだ今後に残されたとこ

ろが多いと思われる。．10）

　近年，経済成長率の低下とともに巨額の財政赤字が生じている。そこで，財

8）これについては，第6章で検討を試みる。

9）これについては，第7章で検討を試みる。
10）数量的あるいは経験的研究の立場からの医療問題への接近については西村助教授

　　〔14〕・第畷章に展望がなされている。
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政を安定させるとともに福祉社会を実現することが重要な関心となる。ところ

で，．公債依存度の高い』般会計に占める医療保険国庫負担の割合は高い水準に

達している6このような情勢の下で，今後の我が国にふさわしい保険のあり

方・改善への手掛りを得るために，医療サービスのもつ経済的諸特質のうち，

この観点から最も重要であると思われる不確実性を中心として研究をすすめ

た。
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第2章　情報の不完全性と社会厚生，

§1序

　市場における取引主体の特徴（例えば，被保険者の事故率）に関する情報が

不完全なときの，競争均衡についての考察が，RothschHd　and　St五91itz〔5〕，

W量1son〔6〕．Riley〔4〕等においてなされてきた。

　以下の第2節では，不完全情報のもとでの均衡を考察するための準備として，

まず完全情報下の均衡について考察する。第3節においては，このような不完

全情報のもとでは，一般に均衡が存在しないことが示される。そして，そこで

は保険料と保険給付額がともに保険者によって決められるような場合が想定さ

れている。第4節においては，事故率の異なる被保険者のすべてに（ただし，情

報の不完全性のために保険者は，事故率の違いによって被保険者を区別するこ

とができない）一律の保険料が課され，その保険料のもとで，被保険者が保険

給付額（保険金）に対する需要量を決めると想定されている。このような想定

のもとで，Johnson〔1〕，〔2〕においては保険需要量を強制的に一定量と定め

る保険政策が，不完全情報下での競争解よりもパレート基準で望ましい結果を

もたらす可能性があることが示されている。第4節では，まずこのJohnsonの

所論を検討し，その後，若干の展開を試みる。

§2完全情報下の均衡

　以下では，不完全情報下の均衡を考察する前に，まず三つの代替的モデルを

用いて，完全情報下の均衡について考察する。

　2－1Rothschild　and　Stiglitzモデル1）

1）Rothschild　and　Stiglitz〔5〕を参照。
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　被保険者は事故率をのぞいて，すべて同じ特性をもつと仮定する。すなわち

事故率がπ身の個人．とπ乙・．の個人が存在し，初期所得オ，損害十五，効用関

数σ（躍）はすべての個人について等しいとする。ここで，ππ〉π乙である。

　保険者が危険中立的であるとし，競争的保険市場における長期均衡を考える

と，事故率がπEの個人1πにとっての機会直線EHの傾きは，

　　　　　　ππ
　　　　　1一πE

となる。他方，事故率がπ乙の個人1乙にとっての機会直線Eしの傾きは，

　　　　＿　　π乙

　　　　　1一π乙

となる2）（第1図参照）。

　　　W2
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第1図

2）直線EHの下方（上方）の点が供給され，それが1πによって需要されると，期待

　利潤は正（負）となる。他方，直線Eしの下方（上方）の点が供給され，それが㌃

　によって需要されると，期待利潤は正（負）となる。
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　ただし，躍1は事故が生じたときの所得，躍2は生じなかったときの所得を示

す。点Eは保険がなかった場合の二つの状態（事故が生じた状態とそうでな

い状態）における所得，（、4十一乙，）を示す。また，Eσ乙は事故率が靴の個人

の等期待効用線を示し，Eσπは事故率がπ∬の個人の等期待効用線を示す。

　したがって，扇の均衡点はα双，1乙のそれはβzとなる。このように，扇

と1乙とで均衡点が異なる場合，その均衡は分離均衡（separating　equilibr童um）

とよばれる。3）

　2－2　Wilsonモデル4）

　初期所得を」，損害額を五，保険料をP，保険給付をz，効用関数を．σと

すると，事故率π葛σ篇H，五）をもつ個人の期待効用E仏は次のように示され

る。

　　Eσ戸π‘σ（∠一LrP十Z）十（1一πご）び（オーP），∫＝H，五．　　　　　（1）

　E防が一定のもとで，（1）式を全微分することによって，

　　4P　　＿　　　πσ1’

　　4Z　πσ、’＋（1一π）σ2’，　　　　　　　　　　　（2）
　　　　　忍σ‘冨con8t・

がえられ・・ここに・σ畷！占缶充拳）〉・・σイ曇餐昌）〉・・

である。したがって，0＜π巴〈1とすると，（2）式より，

’　4P
　　厩「＞0　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　　　　8σ」冒const・

がえられる。（2）式をさらに微分することによって次式が成立する。

　　翌＝π・（1一π・）｛（1一π・）σ、”（σ、’）2＋π・（σ、’）2ひ，”｝．

　　4Z2　　　　｛π‘σ、’＋（1一π‘）σ2’｝3

3）これに対し異ならない場合，その均衡は共同均衡（pooling　equi1三b㎡um）とよばれ

　る。．Rothschild　and　Stiglitz〔5〕を参照。

4）Wilson〔6〕を参照。
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ここに・σ・”≡ ??g二等）＜・・ζ・”≡41窪手く…を仮定

すると，1劣く・，

となる。したがって，横軸をZ，縦軸をPとすると，等期待効用線は上方に

向って凸となる。

　他方，事故率ππをもつ個人（1π）にとっての機会直線0∬の傾きはπ石，

事故率がπ乙の個人（1乙）にとってのそれはπしである5）（第2図参照）。した

がって，1πにとっての均衡点はα∬，1乙にとっての均衡点はβ乙で示される。

　（2）式を変形すると，次式がえられる。

P
P＝鞠Z

P＝π乞Z

H

0

轟
L

概、

z

第2図

5）機会直線OHより上方（下方）の点は保険者に正（負）の利潤をもたらす。機会直

　線OI・についても同様である。
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霧　．1．（レ1。）σ〆（・一・）．・

　　　　即・一・・恥・・筏・ひf（、4－L－P十Z）

したがって，Z＝しのとき，そして，そのときのみ

　　矧磨・・，　　　　．　　．　　　（・）
　　　　Eσ‘瓢coδt・

となる。

鶴z＞⑫とき・そしてそのζきにのみ・

　　σ拶壬三銑）＞1・

となる．。の穐式の両辺にレ・・（〉・）を棄じて，

　　　　　　　　　　　　　　π‘

　　≒㍉1纏≡多｝。）〉≒弄奮・

をうる。さらに，この木等式の両辺に1を加えると次の関係がえられる。

　　1＋≒弄δ｛斧〉÷・

したが・℃z＞五のとき・そしてそのとき1ωみ

驚総　　　　．　　（・）
となる。同様にして，Zくしのとき，そしてそのときにのみ，

＿1・）
となる。

　すなわち，（4），（5），（6）より，Zi妻Lは

モ雪面翫

で弟るための必要十分条件である。．

　次に，◎）式をπ乞について偏微分すると，
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孟（判）藷馨覗〉・・

が成立する。

したがって，ππ〉π乙であるから，

釜∴乱＿・
が成立する。したがって，π∬をもつ個人の無差別曲線の傾きは，πLをもつ個

人のそれよりもそれぞれの無差別曲線の交点で大きくなる。

　2－3Rileyモデル6）

　保険給付額をZ，損害額を、L，κを損害1単位当りの保険給付とすうと，

　　　　Z＝＝κL，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

となる。ここに，κ＝1のとき全額給付となる。保険料をP，保険給付額1単位

当りの保険料をρとすると，

　　　　ρ＝P／Z，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

となる。

したがって，（7），（8）式から次式がえられる。

　　　　P一ρ・五．　　1　　　　　　　　　（9）

　他方，事故が生じたときの所得レ1，生じなかったときの所得剛2は次のよ

うに示される。

　　　　％！1・＝と4一ムーP十Z，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

　　　　躍2＝4－P．　　　　　　　　　　　　　　　（11）

　ただし，」は初期所得を示す。

　（10），（11）式のそれぞれに，（7），（9）式を代入すると次式が成立する。

　　　　μ！1＝∠1一（1一κ）ムーρ劣ム，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

6）Ri量ey〔4〕を参照。
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　　　　躍・＝浸一ρκL・　　一、．　．．一1・1．（13）
したがって，事故率がπこの個人の期効待用Eσ‘は，．．（12），（i3）式から次の

ように示される。

　　　　Eこ1乞＝π乞σ（♂4一（1一κ）L一ρκL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）

　　　　　　十（1一π¢）σ（・4一ρκL）．

　被保険者は，G4）式で示される期待効用をκに関して最大化する。その条

件は次のように示される。

（i茎裏効一1島・．　　．．．1、（15）

ただ 戟Eσ両懸鴇≒解σ∫〒讐謡）1．であ・兜

　E防が二定のもとで，（14）式を全微分すると次式がえられる。

　　睾一1’㍊面識謝σ〆．．．　　　（16）
　　　　房σ乞＝const．

　ざが1のときには，Ol’＝ひ凶

となる。したがって，κが1となるときには，（16）式から，

　　4ρ
　　万＝π一ρ　，　　　．　．　堕．　　　　　（17）
　　　　Eσ‘ロconot・

となる。したがって，

　　　　κ＝1

のとき，

　　　　ρ≡iπ惑

は，

　　睾軽・．　，
　　　　Zσ∫＝℃onst・

であるための必要十分条件となる。
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　他方，長期均衡点では

　　　　ρ＝π6　，

となる。7）

　　　　1ρ

l
l1
I
i
翰

H衛
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1
1
l
l
l
i
β
L

境

一
き

E砺 1
1｝
1

EOL 1

0 1

L

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ　．

　　　　　　　　　　　　　　　　第3図

　したがって，事故率袖をもつ個人の均衡点は，αEとなり，．事故率㌃を

もつ個人のそれはβ乙となる。

　さらに，（16）から次式が成り立つ。

訟（♂ρぬ）一。｛。最響。、）σガ｝・〉・．

　　　　　　　βσ’撃＝const・

し．たがって，ππ〉π乙であるから，

　　一子　〉睾
　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　　　1写ひ1τ需const。　　　　　　　題Fぴ1；盟CO蕊st．

7）・〉ゆときには・P一・・Z＞；0構り・・＜・’のときには・P一ηZ＜0とな

　る。
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がえられる。したがって，ππをもつ個人の無差別曲線の傾きは，、翫をもつ個

人のそれよりもそれぞれの無差別曲線の交点で大きくなる。

§3不完全情報下の均衡

　第2節におけると同様に，被保険者は事故率をのぞいて，すべて同じ特性を

もつと仮定する。π∬の事故率をもつ個人とπしの事故率をもつ個人が存在し，

全被保険者にしめる事故率π潔をもつ個人の割合をλとする。

　保険者は危険中立的であり，σ（”）および，λを知っているが，個々の被保

険者の事故率に関する情報はもっていないと想定する。

　3－1共同均衡（pooling　equlhbrium）の存在について

　不完全情報においては，共同均衡が存在しないことが，Rotschild　and　Stig－

Htz〔5〕にしたがって，次のように示すことができる。

　上述のように，保険者が事故率πHをもつ個人（1κ）と，事故率π乙をもつ

個人（1乙）とを区別できないとする。保険者は，1〃と1乙とに同じ保険を供給

する場合を想定する。その場合の虚血利潤は，

　　λ｛π亙（P－Z）十（1一π亙）P｝十（1一λ）｛π乙（P－Z）十（1一π∂P｝，　（18）

と示される。（18）式を変形する．と，

　　｛λπ冠十（1一λ）πL｝（P－Z）＋〔1一｛λπ∬＋（1一λ）π乙｝〕P，

となる。ここで，

　　　　π亙＋（1一λ）πL≡元，

とおくと，（19）式は，

　　　　P一πz
　　　　　　　，

と変形される。長期均衡点では，期待利潤が零となり，

　　　　ρ＝元，

が成立する・したが・て瀬きi著

（19）

（20）

をもつ直線EF上の点では，保険者の期
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待利潤は零となる（第4－a図参照）。

　保険者がEF上の点αを供給するとき，期待利潤は零となる。斜線内の点が

新規参入者によって供給されるとしよう。その斜線内の任意の内点をα’とす

れば，1Eにとってはαのほうがα’よりもより選好されることになる。他方，

1乙にとっては，α’のほうがαよりも選好されることになる。
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　したがって，α’が1しによって需要され，α’を供給する保険者は正の利潤

をえることになる。このようにEF上の点が供給されているときには参入が

生じ，EF上の点は均衡点ではないことが示される。

　前述のWilsonモデル・Rileyモデルを用いても，同様のことが示される（第

4－b図う第4－c図を参照）。

　3－2分離均衡（Separating　equilibrium）の存在について

　完全情報下の分離均衡（απ，β乙）が，‘不完全情報下では不均衡であること
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を，Rothschild　and　Stightz〔5〕にしたがって次のように示すことができる。

　不完全情報下では，保険者は1乙と1πを区別することができない。した

がって，α丑とβしとが供給されると，1乙，1πともβ乙を需要することにな

る。そのとき，β乙を供給する保険者の期待利潤は：負となり，（α∬，βム）は均衡

でなくなる。

　α丑を通る窃の無差別曲線と直線Eしとの交点をα乙とする。1Eにとって

は，αβとα乙とは無差瑚である。そのとき，叛がαπを需要すると仮定すれ

ば，（α〃，α乙）は不完全情報下での分離均衡となりうる（第5－a図を参照）。

W「2

0

E

45。

、

V
黙

αH

＼
＼

　＼　　＼、」」＿＿

EUH

瓢

F
w「

P

第5－a図

　同様のことが，Wiiso塩モデル・Rileyモデルを用いても示される（第5－b図

第5－c図を参照）
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ところで，（20）式より，

≠］一（1義ア（＿ゆ・，
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がえられる。したがって，λ（全被保険者にしめる∬βの割合）が小さいときに

は，1㌔も小さくなる・そして・1塁，が粉小さいときには…を通る

1乙の無差別曲線と直線EFとが交点をもつことになる。

　（απ，α乙）が供給されているとき，新規参入によって，第6－a図の斜線部に

属する任意の内点βが供給されるとしよう。この点βは，ちにとってはα乙

よりも選好され，1βにとってはα亙よりも選好される。したがって．被保険者

はすべてβを需要することになる。そして，そのβにおいて保険者は正の期

待利潤をえることができ，（απ，αL）は均衡点でないことが示される。
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　同様のことは，W韮lsonモデル・R圭leyモデルを用いても示される（第6－b

図，第6－c図を参照）。
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　ところで，1保険者が2種の保険を供給できると仮定するならば，8）（αE，αL）

が次のような場合に不均衡となることが示される。

　第7－a図において，α∠，α葦をともに1保険者が供給するとする。ここ．に，

α∠は正の期待利潤をもたらし，α看は負の期待利潤をもたらす。それらの期

待利潤の合計が正となる場合には，保険者が参入する。そのとき，1しにとっ

ては，α∠がα乙よりも選好され，玩にとっては，婿がα潔よりも選好され

ることになる。
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　同様のことは，Wilsonモデル・R三1eyモデルを用いても示される（第7－b

図，第7－c図を参照）。

　8）本章におけるこれまでの分析においては，1保険者が1種類の保険を供給すると仮

定されている。
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3－3　ウィ．ルン．ン（Wilson）均衡について

これまで想定してきた均衡概念はCournot－Nash的なものであったbすな
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わち，新規に保険者が参入するさい，その参入によって既存保険者の行動は変

化しないという仮定がおかれていた。このような均衡は，Wilson〔6〕におい

て，E1均衡とよばれている。

　Wilson〔6〕は，直線EFと∬乙の無差別曲線との接点（第8－a図のγ）

が，・新規参入にともなう既存保険者の行動変化を考慮した場合の均衡（E2均

衡あるいは，ウィルソン均衡）となることを示．した。

　第8－a図のγ点が供給されているとする。ただし，γ点は直線EFと1乙

の無差別曲線との接点とする。そのとき，上図で斜線をほどこした部分にふく

まれる点が新規に供給されて，点γは均衡でないというのが，これまでの議

論であった。
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　ところで，斜線内の任意の点を〆とする。新規参入者は，γ’を供給するま

えに，〆の供給が既存保険者の期待利潤におよぼす効果について考慮すると

しよう。〆が供給されると1乙にとっては，γ’が7よりも選好され，他方

1亙にとっては，γが〆よりも選好される。すなわち，1乙は〆を，1Eはγ

を選択することになり，γ’を供給する新規参入者の期待利潤は正であるが，γ

を供給する既存供給者の期待利潤は負となる。したがって，既存供給者は市場

から退出し，〆が1乙，18の双方によって需要されることになる。そのときに

は，〆の供給は負の期待利潤をもたらすことになる。以上の考慮により，〆

は供給されない。したがって，γは均衡点となることが示される。9）

　また，Rothschild　and　St三ghtzモデル・Rileyモデルを用いても，同様のこと

が示される（第8－b図，第8－c図を参照）。
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9）ウィルソン均衡についてのより一般的な検討についてはWilson〔6〕の第8節を参

　照。
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§4　不完全情報下の保険政策

　以上においては，保険料と保険給付額（例えばRi！eyモデルにおいては，損

害額しが一定のもとでのρとん，したがって，保険給付額Z（漏κL）と保険

料P（＝ρZ））がともに保険者によって決められるような場合が想定されてい

た10）。そして，このような想定のもとでは一般には不完全情報下の均衡が存在

しないことが考察された。以下では，区別ができないちと紐に一律の保険

料を課し，その保険料のもとで，被保険者が保険給付額（保険金）に対する需

要量を決めると想定しよう。こQような想定のもとで，Johnson〔1〕は保険需

要量を強制的に一定量と定める保険政策が，不完全情報下での競争解よりもパ

レート基準で望ましい結果をもたらす可能性があることを示した。まずJohn一

10）ただし，不完全情報下の均衡についてである。
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sonの所論を検討し，その後，若干の展開を試みよう。

　4「1競争均衡

　保険給付額Zl単位当りの保険料ρが与えられたとき，事故率がπであ

る個人の期待効用は次のように示される。

　　Eσ富（1一π）σ（・4一ρZ）十π（44一ρZ一」L十Z）．　　　　　　　　　　　　（21）

　（21）式をZたついて最大化すると次の条件がえられる。

　　器男馨一ぴ（」一（1一ρ）Z－Lσ’（∠4一ρZ））・　　　　（22）

　（22）式から，π＝π亙である玩の需要関数D亙とπ＝π乙である1乙の需

要関数D乙のそれぞれがえられる。ただし，Z≦しとする。

　ところで，保険者が届と1乙とを区別できず，1πと1乙に一律の保険給付

額1単位当りの保険料ρ（＝P／Z）を課す場合，競争均衡においては．次式が成

立する。

　π∬ηπDE（ρ＊）十π乙η乙1）乙（ρ＊）＝ρ＊〔ηκDμ（ρ＊）十η乙D乙（ρ＊）〕．　　　　　　　（23）

　ただし，勉，η乙は，1κ，1乙のそれぞれの人数を示し，ρ＊は均衡価格を示

す。

　すなわち，ρ＝ρ＊においては保険者の期待利潤は零となる。

　D亙（ρ＊）＞0，D乙（ρ＊）≧0とすると，πL〈ρ＊≦πんであるから11），Dκ（ρ＊）＝し

が成立する。

　したがって，（23）式は次のように変形される。．

．D・（・・）・（ 喧ｬ’辮・　　　．．　（・4）．

11）（23）式を変形すると，

．・・ Iρ＊）虚1袈…霧筆（ρ＊）

　となる。ここで，Dπ（ρ＊）＞0，1）z（ρ＊）≧：0，とすると，ππ〉π五，η亙＞0，耽＞0であ

　るから，πしくρ＊≦π丑となる。
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　（24）式の右辺より，

・（・）一（帥医吹E

とすると，均衡においては，

が成立する（第9図参照）。

DL（ρ＊）』5（ρ＊），

（25）

ρ DL（ρ）

Dκ（ρ）

＊
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　4－2定量保険給付政策のもとでの均衡

　窃，ちのすべての個人に，保険需要量を強制的に一定量と定める保険政策に

ついて考える。この定量保険給付政策による期待利潤が零であるとすると，政

策解における保険料βは次式を満たす。12）

12）（23）式において，Dエ＝D且とおくと，

　　π丑ηπ＋π加L逗β（ηπ十η五）　カfえられる。したがって，

　　A＿π」Eη丑十π五π五
　　　　　　　　　　　となる。　　ρ一一　　　　　η丑十πL
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　　β一”耳π冴＋”・π・．　　　　　　　　　　（26）
　　　　　η亙十ηる

　す尽わち乳βは，π茄掩のそれぞれをウエイトとした，ππとπしの加重平

均として示され，保険給付の（強制的）水準からは独立となる。

　（25），（26）式より，　　8（β）＝L，

がえられる13）。したがって，ρ＊が存在するとすれば，　　ρ＊〉β，

となり，保険政策の導入によって，保険料は競争解よりも低くなる14）。

　　　　　ρ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D鼠ρ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
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13）（25）式より，

　　・（・）一（搾鰐・・れにρ一βを代入すると（・6）式・り次式が成り立つ・

　　、（Aρ）。（　一画劉…。ム

　　　　　　　　π響傷π五一・・）・・　　　　　　　（

1・）ただし・‘ ｿく・であ・・とカ・示され・・（・・＜・≦・・）
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　ところで，多数決あるいはその他の方法で窃が保険給付の強制的水準を決

める場合を考える。D承β）嵩しであるから，この場合の強制的給付水準はムと

なる。1∬にとっては，この政策の導入によって改善されることは明らかであ

るが，1乙にとっては，一般的には改善されるか否かはわからない。

　すなわち，第10図の淫点からβ点へ移動することによって，孟ODE－OBF

だけ厚生状態が良化する。しかし，浸ODEと0βFの大小関係は一般にはわか

らないから，1しにとっては，改善されるか否かわからない。しかし，プラスの

効果がマイナスの効果よりも大きくなる可能性もあり，そのときには，1π，1乙

とも厚生状態は良化し，厚生の増大（パレート基準での）が保険政策の導入に

よってもたらされることになる。

　他方，1乙が保険給付の強制的水準を決める場合には，ちにとっては，この

ρ
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政策の導入によって厚生状態が良化するが，1βにとっては厚生状態が良化す

る可能性はあるが，確かではないことが同様にして示される。すなわちこの政

策の導入によって，窃は，第11図の」点からβ点へ移動し，βCDE辺FOO

だけ厚生状態が良化する。レかし，βσDEと漣FσCの大小関係は一般には確

定しない。

　以上の，Johnson〔1〕と同様の考察が，　Johnson〔2〕においてもなされて

いる。ただし，後者においては，需要関数のかわりに無差別曲線を用いた説明

がなされている。すなわち，第12図において，厨κ，爾乙が，1πと売のそれ

ぞれの，ρとZに関する無差別曲線を示すとする。したがって，Z＝しで，

E砺はρコπEに接し，Eσ乙はρ＝π乙に接する。

　オ点を通るIしの無差別曲線万σ∠、がβ点の上方にあるときには，1Eが決

ある強制的給付水準（Z＝L）に対応した定量保険給付政策の導入によって，1乙

の厚生状態も窃のそれと同様に良化しパレート基準での厚生の増大がもたら
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されることになる15）。

　4－3定量保険給付政策と社会厚生

　以上においては，保険者は1πと1乙とを区別できないが，．被保険者は自ら

の事故率について完全な情報をもっていると想定されていた。すなわ．ち，1H

は自らの事故率がπHであり，1乙は自からの事故率がπ乙であることを知っ

ていると想定されていた。しかし，より一般的には被保険者自身も自らの事故

率について正確には知らないであろう。

　以下では，被保険者が自らの事故率がππである確率は1－gε，π乙である

確率はgεであると推定すると想定しよう。ここで，gθが1である個人（1乙）

とg8が零である個人（1π）のみからなる社会（すなわち，0〈gβ〈1を満たす

プ｛をもつ個人が存在しない社会）が，．前節までの考察の対象に対応している。

　したがって，各人の期待効用は次のように示される。

　　　　Eσ＝96｛（1一π乙）σ（」一ρZ）十πLσ（」一ρZ一五十Z）｝

　　　　　＋（1－98）｛（1一・H）σ（んρZ）＋・Hσ＠ρZ一軒Z）｝，（27）

　（27）式より，Zについての期待効用を最大化するための一階の条件は次の

．ようになる。

　　響一グ｛（1一・・〉ぴ（・一．・Z）（一・）…μω一・Z一・＋Z）（一・＋1）｝

　　　十（1－9ε）｛（1一πだ）σノ（・4一ρZ）（一ρ）十ππσノ（∠4一ρZ－L十Z）（一ρ

　　　＋1）　｝　＝＝0・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）

　また，二階の条件は満たされることが示される。

　　謬一プ｛（1一π乙）μ〃（・一・Z）（一・）・＋・。び〃（・一・2一・＋Z）（一ρ

　　　＋1）2｝＋（1－gG）｛（1一πのσ”（ルρZ）（一ρ）2＋πHσ”（浸一ρZ－L

　　　＋Z）（一ρ＋1）2｝〈0・　　　．　　　　　　（29）

15）　したがって，このような可能性はないとするPauly〔3〕の指摘が正しくないこと

　がJohnson〔1〕，〔2〕によって示されたことになる。
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　ただし，σ”＜0とする。

　（28）式より次式が成立する。

　　護調鋸≡正看鶉一ぴ（」一ρZ－L十Zσ，（∠4一ρZ））・　（・・）

　したがって，

　　　　ρ＝9¢π・＋（1－ge）πE，．　　　　　　　　　　（3丘）

のとき，左辺は1に等しくなり，

　　　　ひ’（オーρZ－L十Z）＝σ’（∠4一ρZ），

となる。さらに，σ”く0であるから，

　　　　Z謹孟，

がえられる。すなわち，保険給付額1単位当りの保険料ρが，（31）式で与え

られるとき，Z＝しにおいて，（27）で示される期待効用は最大化される。ここ

で，g¢コ0，1の場合が前節での考察に対応している（第13図参照）。

　グの分布関数を／（gつとすると

第13図
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∫ン（96）4グー1・／（プ）≧・・

となる。被保険者数を1と規準化し，全被保険者にしめる事故率π取をもつ個

人の割合をλとし，π乙をもつ個人の割合を1一λとする。πEの事故率をも

つ個人が，自らの事故率をπ乙と推定してしまう確率g8については，

　　　　9ε≦％，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）

が成立すると仮定する。同様に，π乙の事故率をもつ個人が，自らの事故率を

翫と推定する確率プについては，

　　　　9¢〉％，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）

が成立すると仮定する16）。すなわち，例えば，πEの事故率をもつ個人が，プ軍五

（〉％）で，自らの事故率をπしであると推定し，（27）式においてge罵1を

代入してえられる，πしにのみ基づく期待効用を目的関数とすることはないと

仮定する。したがって，保険者が一律の保険給付額1単位当りの保険料ρを

課す場合の競争均衡価格ρ＊＊は次式を満たす。

酔1隻（沁y（の・グ　　　　　．（3の

　他方，すべての個人に保険需要量を強制的に一定量と定める保険政策（ただ

し期待利潤は零とする）のもとでの保険料βについては，

（34）式において，Z＝Z（一定）とおくことによって次式がえられる。

∫1！2Z（ρ＊＊，・・）ゾ（・・）吻・＋・・∫：，、z（ρ＊＊，・・）∫（プ）・グ

　　《π。∫：／ひ（プ）4グ＋・・∫しノ（プ）♂ゲ

’＝ 轣F／（9θ）・グ　　・．　　　（35）

ρ＊＊は，∫：㌔（ρ＊＊，プy（・・）…と∫：，、z（ρ＊＊，・・）／（・・）・プのそれぞれを

・エ・・とした・・と・・の樋軸とな・て・…慨βは∫：／ひ（の

16）より一般的に，（32）式を9‘≦1／η，（33）式を98＞1／鵬＠＞0）と仮定しても同

　様の考察を行なうことができる。
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…と∫しノ（・・）・グのそれぞれを・エ・・とした・詫・・の旙平均とな

っている。

　ところで，（28）式より，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

器＜・・　　．　　　』　（・6）
がえられる17）。したがって，ππ〉π乙であるから，

　　ρ＊＊〉β，

となる三8）。

さらに，∫：／（・・）・担であり，また，（32、（33）の仮定から，（35）式は

次のように展開される。

　　　　β＝λππ＋（玉一λ）π乙．　　　　　　　　　　　（37）

17）（28）式を微分することによって，次式がえられる。

　∂Z＿　　　　ρσ’（浸一ρZ）（ππ一π多）十（1一ρ）ひ’（∠一ρZ－」L十Z）（π耳一πL）

　∂989θ｛（1一π五）（ρ）2σ”（四一ρZ）＋πL（1一ρ）2σ”（∠一ρZ－L＋Z）｝＋（1イ）｛（1一

　π耳）ρ2こ1”（∠一ρZ）十ππ（1一ρ）2σ”（』一ρZ一五十Z）｝

　．＜0（0≦ρ≦1の場合）．

　（34），（35）式からρ＊＊，βはともに0≦π亙≦1，0≦πz≦1の加重平均であるから，

　0≦ρ＊＊≦1，0≦分≦1　となる。

18）（・・）式より，ρ＊＊は～112Z（ρ＊＊・グ）五グ）・ゲと1：、，Z（・・納／（ゲ）・’のそれぞ

　れをウェイトとした。π亙と窟の加重平均となっている。他方，βは（35）式
より1：ノ2／（・・）…とl11ノ（・8）・〆のそれぞれを・・イ・とした…と・・の加重平

　均である。

・・ろで・器＜・であ・から・ρ＊＊の・・イ・のそれぞれの比については・

．li：：lil≡≡i；；：li；；il；；〉姿1；lllli；｝糊i；畿；

　が成り立つ。この不等式の右辺は谷のウェイトのそれぞれの比に等しい。したがっ

　て，ρ＊＊の方が，倉よりも相対的にππに高いウェイトを与えた加重平均であるこ

　とが示される。語らに，π丑〉πしであるから，ρ＊＊〉念がえられる。．
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　したがって，これと（31）式とから，

　　　　96霊i一λ，

の個人は，ρがβのときに，最適保険需要量はしに等しくなる（第14図参

照）。
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第14図

　（36）式より，Zはプの減少関数であるから，プが1一λ以下の個人は，

ρ国βにおいて，最適保険需要量はしに等しくなる（ただしZ≦しとする）。

　他方，1一λより大きいプをもつ個人については，ρユβにおける最適保険

需要量：はしより小さくなる。

　プが1一λ以下である個入によって決められる定量保険給付政策（Z嵩み）

の導入によって，それらの人々の厚生状態が良化することは明らかである。他

方，1一λより大きいプをもつ個人については，ρ＝ρ＊＊のもとでの最適点

（第14図の濯点）を通る無差別曲線がβ点の上方にあるときには，厚生状態

が良化することになる。（ただし，疑点の位置はgθとともに変化する。）した

がって，Johnsonモデルを若干一般化した以上のモデルにおいても，定量保険
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給付政策の導入によって，パレート基準での厚生増大がもたらされる可能性の

あることが示される。

　さらに，（27）式を用いて定義される

　　躍一∫：［プ｛（1一・・）ひ（・一・Z）…σ（・一・Z一・＋Z）｝

　　　・（1－96）｛（1フ・）σ（・一・Z）…σ（・一・Z一・＋Z）｝］∫（・6）・・馬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）

を社会的目的．関数とする最適給付量を強制的に給付する政策を考察することも

できる。定量保険給付政策のもとでは，Zの水準がすべての個人に共通であ

り，そのときの保険料価格は，（37）式で与えられる。したがって，社会的目

的関数を最大化するたあの一階の条件は次のように示される。

　　謬一｛（1一・）ぴ（・一・Z）（一・）＋・。ぴ（・一・Z一・＋Z）（一・＋1）｝

　　　　・∫：9γ（プ）4プ

　　　　十　｛（1一ππ）ひノ（∠4一ρZ）（一ρ）十ππσノ（∠一ρZ－L十Z）（一ρ十1）｝

　　　　・∫：（1－96y（96）…一・．　　　　　・（39）

　また，二階の条件が満たされることが示される。

　　謬一｛（1一・、）σ〃（・一・Z）（一・）・＋・。σ〃（・一・Z一・＋Z）（一・＋1）・｝

　　　　・∫：9γ（グ）4プ

　　　　十　｛（1一π耳）ひ”（濯一ρZ）（一ρ）2十ππσ”（∠4一ρZ－L十Z）（一ρ十1）2｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・∫：（1－9¢）ゾ（96）吻・＜・・　　　　　（・・）

　ただし，σ”＜0である。

　ところで，Z＝五における（39）式の値は，

霧　一ぴ（・一・z）（・ダー・・）｛（1一・）一∫1・ザ（の・プ｝・

　　　　Z＝L
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となる19）。π超〉πL，ぴ＞0，であるから

1一λ≧∫：プ・（98）4グ

の場合には，

　　霧　≧・，

　　　　Z＝・L

（41）

となり，

レλ＜∫：プ／（プ）♂グ

の場合には，

　　誓　　く・，　　　　　　　　　　　（42）
　　　　　Z＝し

となる。したがって，（40）式が成立しているから，（ただし，Z≦しとする），

（41）が成立するときには（すなわち，π乙をもつ個人の割合（1一λ）が，gcの

平均値以上のとき），社会的最適給付量はしに等しくなる。他方，（42）が成

．立するときには，社会的最適給付量はLより小さいことが導かれる。

19）謬一ぴ（・一・Z）（・・一・）ll・旅グ）・グ

　　　　ぢヨゐ
　　　　一ぴ（A一・z）（・rρ）～：照）・グ

　　　　・ぴ（・一・z）（・・一・）1：κグ）・グ

　　　　一ぴ（・一・z）（・r・・）1：・簿Mグ

　　　　・ぴ（・一・z）（1一・）（・・一・・）～詠グ）ガ

　　　　一ぴ（・一・z）（・・一・・）｛（1一・）一ll・γ（グ）・グ｝

ただし・1：六〆）・グー1・ρ一・・・＋（1一・）・・（（37））である・

〔補注〕本章は大阪府立大学経済研究第27巻第1号に掲載したものに加筆したものであ

　　る。
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§5結　び

　以上においては，Rothschild　and　Stiglitz〔5〕，　W凱son〔6〕，　R江ey〔4〕，

Johnson〔1〕，〔2〕等の所説を検討するとともに，定量保険給付政策の社会

厚生に対するインプリケーションを考察した。

　Johnson〔1〕，〔2〕の分析においては，被保険者は自らの事故率について完

全な情報をもっていると想定されているが，より一般的には被保険者自身も自

らの事故率について正確には知らないであろう。本章では，．保険者のみならず

被保険者もまた事故率に関する完全情報をもたないというより一般的な想定の

もとで，Johnsonと同じ結果を導いた。すなわち，定量保険給付政策の導入によ

ってパレート基準での厚生増大がもたらされる可能性のあることが示された。

　さらに，各人の期待効用からなる社会的目的関数（（38）式）を最大化する

最適給付量を強制的に給付する政策については，その最適給付量が一定の条件

のもとで損害額しに等しくなることも導かれた。

参考　文　献

〔1〕w・R・Johnson，“choice　of　compulsory　Insurance　Schemes　under　Adverse
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　　⑳αγ’θ吻ノ伽ηα」げE‘oπoη霧‘‘∫，Nov．，1978．

〔3〕M．V．　Pauly，“Overinsurance　and　Public　Provision　of　Insurance：The　Roles

　　of　Moral　Hazard　and　Adverse　Selecdon，”ρμ7診8吻ノbπ7πα」げE‘oπo紘∫，　Feb．，

　　　1974．

〔4〕J，G．　R．iley，“Noncooperat五ve　Equilibrium　and　Market　Signalling，”肋8r飴απ
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〔5〕M・Rothschild　and　J．　sdglitz，“Equilibrium　jn　CQmpetitive　Insurance　Mar・
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§1序

　Ehrlich　and　Becker〔1〕1こおいては，主として市場保険の需要について

分析されている。すなわち，事故にともなう損害の額を減少さ漏るために行な

われる支出（すなわち，・自己保険，Self－Insuranceへの支出）あるいは，事故

が生じる確率を減少させるための支出（すなわち，自己防御，Self－PrQtect三〇n

への支出）との関係で，市場保険への需要が分析されている。また，酒井教授

〔9〕によって，Ehrllch　a廻Becker　U〕の供給側の条件も明確に考慮され

て，保険市場の競争均衡の性質などについて分析されている。

　さらに，Marsha11〔4〕においては，市場保険と自己保険とが共に利用可

能な場合における競争均衡の性質が分析されている。さらに，市場保険と上述

の自己防御とがともに利用可能な場合における競争均衡の性質もMarsha11〔4〕

によって分析されている。ところで，Marshall〔4〕においては，、被保険者の

自己防御支出について，事前に調査が行なわれることが仮定されているσしか

し，調査ができないことがしばしばある（atask　thads　informat玉onary　very

demanding　and　often　imposs量bleD）ことを，　Laffo填〔3〕は指摘するととも

に，事後の調査に基づいて保険給付が決あられるという想定のもとでの均衡の

性質を分析レている。すなわち事後的な調査によって自己防御支出年ついての

正確な情報がえられる場合には，パレート最適が達成されること壷示した。し

かし，正確な情報をえることは一般に困難である。自己防御支出につタ・ての情

報が不正確な場合における最適保険政策につ㌣・ての分析は，Shave韮〔8〕にお

いてなされている。以下の第2節においては市場保険について，・第3節におい

1）Laffont〔3〕，　p．87を参照。
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ては自己保険と市場保険について，第4節においては自己防御と市場保険につ

いて考察する。第5節においてはShave11〔8〕に基づいて，最適保険政策につ

いて考察すると共に，若干の展開を試みる。

§2　市　場　保　険

　2－1　需要の比較三三と市場均衡

　酒井教授〔9〕においては，EMich　and　Becker〔1〕の分析を検討しなが

ら，より明確に，保険需要についての比較静学分析がおこなわれている。さら

に，供給側の条件を明白に考慮しながら，保険市場の競争均衡について分析が

行なわれている。以下では，まず酒井教授〔9〕による所論を要約し，その

後，保険供給についての比較静学，保険市場における競争均衡とパレート最適

との関係を検討する。

　記号を以下のように定める。

　1；事故が生じるときの状態

　2；事故が生じないときの状態

　夕；初期所得

　む損害額

　汐；事故が生じる確率

　2；保険プレミアム総額

Z；事故が生じたときに受けとる金額すなわち，粗保険金

　£；純保険金（謹z一（≧）

　g；粗保険プレミアム（≡②〆Z）

　4；純保険プレミアム（≡（ン£）

■；保険契約後の状態1での所得

先；保険契約後の状態2での所得

　び（・）；効用関数
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　記号を上述のように定めると，保険契約以前における期待所得は，

　　　　ρσ一り＋（1一のヅ，

となり，期待効用Eσは次のように示される。

　　　　ρσ（．ヲーり十（1一ρ）σσ）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　ところで，保険プレミアム総額（以下，保険料と略す）が（≧，粗保険金がZ

であるから，保険契約後の各状態における所得，夕1，夕2は次のように表わされ

る。

　　　　．タ1r卜（≧一」＋z．

　　　　夕2一夕一（≧．

　したがって，保険契約後の期待所得は，

　　　　ρσ一」＋£）＋（1一ρ）σ一の，

と示され，期待効用は次のようになる。

　　　　ρσ（．ター」十を）十（1一汐）σ（」アー（≧）．　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　さらに，定義から，

　　4一争漫語）・　　　　　　r　　（・）

が成立する。したがって，被保険者の最適条件式は（3）の制約条件式のもとで，

②で示される期待効用を最大化することによってえられる。すなわち，次の条

件付極大問題がえられる。

　　　　MaxEひ・＝μ1（．タ1）十（1一ρ）0「σ2）

　　　　ヲ1，32

　　　　sub．　t・の、＋夕2＝塗σ一♂）＋覚

　ラグランジュ関数rを

　　r（夕1，夕2，λ）一ρび（夕亀）＋（1一ρ）σσ・）＋λ｛塗（銅）＋」一の一夕・｝，

とすると，一階の条件式は次のようになる。

　　号多｝一・ρσf一λ塗一〇・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
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面一（1一・）σガ＋・・　冒．　　　（・）

　　二一塗σ一り・脇一ゐ一・．　　　　　（・）

　ここで　σ｛E∂ひ／∂あ，σ≦署∂ひ／∂」2とする。

　（．4）；（5），（6）式より，最適値を＊で示すと，

　　　　鋭窩夕1ω；ρ，」，」），

　　　　夕2＊＝∫2ω；Aらの，

　　　　λ＊＝（4；ρ，」，夕），

となる。

　二階の条件式は次のように示される。

　　　　　ρσ、”　　0　　－4

　　、4蚕0　（1一ρ）6「2”一1

　　　　　－4　　－1　　0

　　　篇一ρひユ”一（レρ）42σ2”＞0．

保険加入者が危険回避者であるかぎり（つまりσ”（・）＜0であるかぎり）こ

の条件はつねに満足されている。

．（4），（5），（6）式の両辺を全微分することによって次式がえられる。

㌻蝋讐1一駕．　（・）．

　ただレ，

　　　　4ルf≡4（の一〃）＋の．

これから次式が得えられる。

　　面一÷｛一λ十ク（1一」ク）σ拗く・・　　　　　　　（・）
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　　藷子参（1一・）σノ〉・，　　　r　　（・）

　　筈一吉（乙1｛十4乙r2’）〉．0、．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　（10）

　したがって夕1躍夕一」＋£であるから，

　　器瀞＜・・

となり，純保険価格（のが増加すると，保険需要量は減少す’ることになる。ま

た，夕1＝ノー」＋£であるから，

　　器器〉・・

となり，・事故率の上昇は保険需要の増大をもたらすことになる2）。

　以上の保険需要についての分析に加えて，保険供給の側面についての分析を

行なうことによって，競争保険市場に；おける均衡点の特徴が考察されている。

　保険者の効用関数を7（・）とすると，保険者の期待効用は次のように示さ

れる。

　　　　E7＝〃（（≧・一z）＋（1一の7（2）．r　　　　　　　　　　　　（ユ1）

　保険者が危険中立的であると仮定すると，効用関数は線形となるから，（ll）

式は，期待利潤を表わす次式に帰着する。

　　　　ρ（（こ一z）＋（1一ρ）Q（罵（≧一ρz）。　　　　　　　　　　　　　（12）

‘g（≡（≧／Z）と参（・≡（乙／£）とから，次式が成立する。

　　　　・一蒲一盆（4£1＋塗）干1旱ゲ4一τ≒・　　　　（13）

　競争市場を前提すれば保険需要者も供給者もともに，価格受容者であるか

ら，gないしクは外生的に与えられたパラメータである。しかも期待利潤がプ

ラスの値をとるかぎり保険市場への新規参入があるという事情を考慮すれば，

自由競争の行き歎いた長期均衡点では，結局

2）これらの効果の他に，損害量：の変化等の効果についても分析されている。
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　　　　2一μ篇（9一ρ）z置0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）

なる等式が成立することになる。換言すれば保険市場の（長期）競争均衡は

g＝ρ．すなわち粗保険プレミアムと事故率との均等によって特徴づけられる。

　（4），（5）式から，次式がえられる。

　　（1皇舞魂または携一勘≡1ヲ％　　（15）

　（13），（15）式から，

　　畿1ユヂ4号a≡号1・

しかるに上述のように，競争均衡点では9とρは相等しいから，次式が成立

する。

　　σ’σ二）＝1

　　σ’σ2）　●

　したがって，」らr夕2となる。すなわち，夕1と夕2の定義から，粗保険金Zが

損害額」を過不足なくカバーする全額払い（fuU　coverage）保険となる。

　以上においては，酒井教授〔9〕の所論を要約したが，以下ではこの議論を

ふまえて考察を重ねよう。

　2－3　保険供給の比較二三

　以上みてきたように，酒井教授〔9〕においては，保険者が危険中立的であ

る場合が考察されているが，ここでは保険者が危険回避的な場合にどのような

行動をとるかについて考察を試みる。

　保険者の初期所得を，3）とする。事故が発生したときの所得をあ，事故が生

じないときの所得をあとすれば，

　　　　」》1二」）十（≧一z，　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）

　　　　，、＝，＋Q，　　　　　　　　　　　　　　（17）

である。保険者の効用関数F（・）に関して，レは正，望は負と仮定しよう。

3）酒井教授〔9〕においては，3＝0とされている。
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そのとき，保険者の期待効用は

　　　　ρ7（，＋2－z）＋（1一ρ）7σ＋2），　　　　　　　　　　　　（1＆）

となる。定義より，〔z一（≧〕ををとおき，（≧厚を4とおくと，（18）式は

　　　　ρ7（♪一£）→一（1一ρ）F（」》十4£），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）

と書きかえられる。，，4，ρを所与として期待効用をゑについて最大化するた

めの一階の条件は，

　　　　ρ71’（一1）＋（1一ρ）7〆・φ謹0，

である。そして，二階の条件は，

　　　　ρr、”＋（レρ）F2”・42＜0，

となる。7”は負であるから，二階の条件は満たされる。

　（20）式より，

　　（1≧51。〆尋

が成立する。

　次に，純保険供給に関する初期所得（の，

（ρ）についての比較静学分析を試みる。

　（D，の変化

　均衡条件式（20）を，について偏微分すれば

　　蕃一｛（1一雌！一ρ瑠｝／ら

となる。ここで，

　　42臨一｛ρレ「1”十（1一ρ）ξ272”｝，

であり，二階の条件より正の値をとる。

れば，

　　1二丁［（一彩チ）一（一彩チ）］・

（20）

（21）

（22）

純保険プレミアム（の，事故率

（23）

　　　　　　　　　　　　　（24）

（20）式を，（23）式に代入して整理す

（25）
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となる。ここで絶対的危険回避度減少（decreas量ng、absolute　risk　aversioR4））を

仮定すると，

　　　一頭〉一蹴，
　　　　　1　　　　　　　2

である。そのときには，

蓄〉・・

となる。すなわち，初期所得の上昇は純保険供給量を増加させる。

　㈹　塗の変化

う。そのために，均衡条件式（20）を参について偏微分すると

　　蕃一（1一ρ42）γガ・（1宅孕£・

である。この式の右辺の第一項は正，第二項は負であるから，

は確定できない。

　㈹ρの変化

式（20）を事故率ρについて偏微分すれば，つぎのようになる。

　　里＝一（7、’＋7／4）＜o．

　　　　　　　∠2　　∂ρ

　2－4　保険市場の均衡

　パレート最適条件は

　　　　ρ7（，＋（≧一z）＋（1一ρ）7（タ＋2），

を一定として，

　　　　ρσσ一」一（≧＋z）＋（レρ）σ（夕一（≧），

（26）

純保険プレミアムの変化が純保険供給量におよぼす効果について検討しよ

（27）

∂幻∂塗の符号

事故率の変化が純保険供給量におよぼす効果について検討しよう。均衡条件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）

つまり，事故率の上昇は純保険供給量を減少させることが導かれた。

（29）

（30）

4）　pratt〔6〕，　Sandmo〔7〕，　Mossin〔5）を参照。
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を最大にすることによって求めることができる。それは，

　　（1男動一（1弩1。ヂ　　　　　　（31）

である。被保険者の（」「、と夕2の間での）限界代替率が，保険者の（あとあ

の間での）限界代替率に等しいというのがパレート最適条件である。

　他方，競争均衡においては，

　　（1男妨一ク・　　　’　　　　‘　　（32）

　　（1皇鍔。〆一4　　　　　　　　　　　（33）

が成立している。したがって，競争均衡はパレート最適である。

　次に保険者が危険中立的な場合における，競争均衡とパレート最適「との関係

について考察しよう。

　パレート最適条件は，

　　　　ρ（，＋（≧一z）＋（1一ρ）（，千（し），

を一定として，

　　　　ρびσ一ト（L＋z）＋（レρ）σσ一の，

を最大にすることによって求めることができる。それは，

　　（1弩1σ〆一1豊グ　　　　　　　　　　（・・）

である。他方，競争均衡点では，

　　（1傷σ6一歩・4－1≒・　　　　　（35）

が成立している5）。したがって，（34）式と（35）式とから，競争均衡はパレー

ト最適である。

5）保険者が危険中立的な場合には，競争均衡点では，（14）式よりg需ρが成立する。

防趨（㈹式）よりa一嵩であるから・a「与三二す・・
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§3　自己保険と市場保険

　以下では，まずEhrlich　and　Becker〔1〕における自己保険と市場保険につ

いての部分を要約し，その後，自己保険と市場保険とがともに利用可能な場合

における競争均衡の性質を検討する。Marshall〔4〕においては図を用いて，

この場合における競争均衡の最適性が示されているが，以下では定式化するこ

とによってこのことを示そう。

　3－1　自己保険

　Ehr1三ch　and　Becker〔1〕にしたがえぱ，事故にともなう損害額の減少（a　re－

duct五〇n　in　the　size　of　a　loss）を目的として行なわれる支出は，自己保険への

支出と呼ばれる6）。

　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　自己保険支出を6，損害減少分を’とすれば，

　　　　2＝2（β），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）

である。ここで，

　　　　ハ　　　　　　　　　　ハ　　　　Z’＞1，　‘”く0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）

を仮定する。

　自己保険支出が零の場合における損害額は‘であるから，状態1での所得あ

および状態2での所得夕2のそれぞれは，次のように示される。

　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）

　　　　夕1＝夕一μ一♂（の｝一6，

　　　　ツ2rγ一8．

　（38），（39＞の各式から，期待効用は次のように表わされる。

　　　　　　　　　　　　　ρσ（夕一」十」（6）一6）十（1一ρ）σ（夕一6）．

　ただし，σノ＞0，σ”＜0

と仮定する。

（40）

（41）

6）具体例については，Ekrllck　and　Becker〔1〕を参照。
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　所与のρ，ク，♂のもとで，期待効用を最大化する自己保険支出に関する一階

の条件式は次のようになる。　　　　　　　　　　　　　　　　亀

　　　　　　ム　　　　ρこ1、’（Z－1）《1一ρ）σ，’一〇．　　　　　　　　　　（42）

二階の条件式は，

　　　　ρひ、”（2－1）・＋ρσ、’2〃＋（1一ρ）ひ、〃＜0，　　　　　　（43）

となる。

　仮定の（37），（41）から，二階の条件は満たされる。

　次に，市場保険と自己保険がともに利用可能な場合を考える。

　そのとき，状態1の所得夕1，状態2の所得」『2，のそれぞれは，以下の（44）

式，（45）式によって示される。

　　　　　　　　ハ　　　　．」ヲ1・＝夕一‘十」（6）一8十£，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）

　　　　」ア2＝夕一8一塗£．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）

したがって，期待効用Eびは，

　　　　　　　　　　　ハ　　　　Eσ匿ρσσ一」＋z（8）一6＋£）

　　　　十（1一ρ）σσ一θ一ク£），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）

と表わされる。

夕，♂，ρ，塗のそれぞれを所与として，期待効用を最大化する£，6について

の一階の条件式は，次の（47），（48）式で示される。

　　　　Eσ≦一ρσ、’（2’一1）一（1一ρ）σノ＝0，

　　　　E乙1〆一クσ、’＋（1一ρ）σ2’（一の一〇．

ただし・・び一∂N昨∂謬σ∫一器時舞・

とする。（47），（48）式をかきかえると，それぞれ

　　　ρσ1ぞ　＿　　1
　　（トρ）σ2一2・一1’

　　　ρひ1，　　　・
　　（1一ρ）ひか＝9・

（47）

（48）

（49）

（50）
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となる。したがって，（49），（50）の式から，

　　　　塗壁・　　　　　　《51）
が成立する7）。

　二階の条件は，

　　　　Eσ22＝ρひ、”＋（1一ρ）σ2”塗2＜0，　　　　　　　　　（52）

　　　　Eσ、、一ρσ、”・（2Ll）2＋ρひ∫2”＋（1一ρ）σ、〃＜0，　　　　（53）

　　　　∠13＝1ヨ乙τ2参。Eσ¢θ一Eσ2ε6＞0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）

である。仮定の（37），（41）より，2〃く0，こ1〃＜0であるから，（52），（53）の

各式は満たされる。　さらに，

　　　　　　　　　　み　　　　Eこ1ξ8＝ρσ1”（」’一1）十4（1一ρ）乙「2”，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）

が成立する。

　（55）式と（52），（53）の不等式の左辺を，（54）の不等式の左辺へ代入し

て，（51）式を考慮すれば，

　　　　∠，一ρひ1’2”｛ρこ11”十（1一ρ）ひ，”4・｝，　　　　　　　（56）

がえられる。

　（37）より，2”く0，（41）よりび”＜0，が仮定されているので，∠3＞0とな

る。したがって，二階の条件はすべて満たされる。

　3「2　市場の均衡

　（D　保険者が危険回避的な場合

　競争均衡においては，被保険者については，（49），（50）の各式が成り立つ，

　　（1㌦一指・（1綴1σノー歩・

7）さらに，市場保険が保険数理的に公正な価格で利用可能な場合には，最適条件式

　（51）は，次式のようになる。

　　　　1　＿　ρ
　　　2ノー1　1一ρ



　また，保険者については，

　　（1甥。ブ4・

が成り立つ8）。したがって，

　　声門（1≧鋸σガー4一（1弩1。〆・

が成立する。他方，パレート最適条件は，

　　ρ7（，＋（トz）＋（1一のF（，＋の，

が一定の下で，
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　　ρσσ一（‘一2（6））一6一（≧＋z）＋（レρ）σ（夕一θ一2），

を最大にすることによってえられる。それは，

　　　1＿　ρσ1’　　＿　ρ71’
　　2－1　（1一ρ）σ2”　（1一ρ）F2”

となる。．したがって，競争均衡においては，パレート最適条件が満たされてい

る。

　OD保険者が危険中立的な場合

　競争均衡においては，被保険者については，（i）の場合と同じ条件，すなわち，

　　（1≧振≠1・（1翌鋸σ〆一参

のそれぞれが成立するが，保険者については，危険中立的な場合には競争均衡

において，期待利潤が零となるから，

　　塗一二・

が成立する。したがって，

　　一占一（、弩効一φ一1塾グ

8）自己保険と市場保険とがともに利用可能な場合においても，（22）式に対憾する条

　件が成立する。
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が成り立つ。

　他方，パレート最適条件は次のように定式化される。

　　　　　　　　　　　　バ　　　　Max　ρσσ一（‘一1（6））一ト2十z）十（1一ρ）ひσ一6一の

　　　　sub．　to　　（≧一ρz＝0．

　（58）式を，（57）式に代入することによって，次式がえられる。

　　　　　　　　　ハ　　　　ρσ（夕一（」一’（の）一6十（1一ρ）z）十（1一ρ）σ（夕一8一ρz）．

　（59）式を6，zのそれぞれについて偏微分すると次式がえられる。

　　　　ρσ、’（2’一1）＋（1一ρ）σガ（一1）＝0，

　　　　ρσ1’（1一ρ）＋（1一ρ）σ2’（一ρ）＝0．

　（60）式を変形すると，

　　　ρσ1’　＿　1
　　（1一ρ）ひ2’2’一1’

となる。他方，（61）式を変形すると，

　　　カσ1’　＿ρ
　　（1一ρ）σ2’レグ

となる。したがって，（62），（63）の各式から，次の関係がえられる。

　　　1　＿　　ρσ1’　＿ρ
　　2－1　（1一ρ）σノ「「ヲ’

（57）

（58）

（59）

（60）

（61）

（62）

（63）

したがって，競争均衡においてはパレート最適条件が満たされている。

　　　　　　　　　　　§4　自己防御と市場保険

　事故にともなう損害の額を減少させるためになされる支出，すなわち自己保

険への支出に対して，事故が生じる確率を減少させるための支出は，自己防御

への支出と呼ばれる9）。そして，この自己防御と市場保険とが共に利用可能な場

合における，需要分析がEhrlich　and　Becker〔1〕1こおいてなされている10）。

9）Ehrlich　and　Becker〔1〕を参照。

10）詳しくは，EhrHch　and　Bccker〔1〕を参照。
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　他方，そのような場合における競争均衡の性質は，・Marsha11〔4〕等によっ

て分析されている。以下では，まずこのMarsha11〔4〕の所説を要約し，若干

の検討．を試みる。

　自己防御への支出（expenditure　on　Ioss　prevention）を7，被保険者の状態

1，2のそれぞれにおける消費を∂エ，52，保険者のそれを∂、，らとする。．被保

険者と保険者の期待効用は，それぞれ次のように示される。

　　　　ρ（r）こノ「（51）十（1一ρ（γ））σ（げ2），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）

　　　　ρ（r）7（∂1）十（i一ρ（7））7（参2），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）

　したがって，パレート最適条件は，以下の（66），（67），（68）の制約条件の

もどで，（64）を最大化することによってえられる。すなわち，

　　　　Maxρ（γ）σ（31）十（1一ρ（r））σ（」2）

　　sub。　to

　　　　ρ（7）7（∂1）十（1一ρ（7））7（∂2）＝ア，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）

　　　　げ1十参1十r＝薗夕一♂十，，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　（67．）

　　　　∂12十｛夕2十r＝，ダ十」β　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）

と定式化される。ただし，7≧0，とする。

　パレート最適条件は次のようになる。

　　（1一ρ（γ））σ’（a2　ρ（r）σノ（∂’1））一（1辮羅の・　　　　（69）

　　一ゐ一画総轄）＋弩1鶴畿）・　　　．　（7・）

　ただし，

　　　　E（ぴ1ρ（γ））rク（りσ’（∂P1）十（1一ρ（γ））σ’（a2），

　　　　E（F’1ρ（7））＝カ（γ）7’（∂i）＋（1一ρ（7））7’（参2）

である。

　（D　価格が事故率に依存しない場合。

　π、，π2のそれぞれを，状態1，2に対する条件づき請求権（contingent　cla一
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im）の価格とすると，それらが事故率に依存しない場合には，被保険者の期待

効用と制約条件式は次の（71），（72）の各式で示される。

　　　　ρ（r）σ（a、）＋（1一ρ（7））σ（52），　　　　　　　　　　（71）

　　　　π、σ一♂一ト5、）＋π2（ンー7－62）罵0，　　　　　　　　（72）

　ラグランジュ関数Lを，

　　　　L＝ρ（りσ（5、）＋（1一ρ（r））σ（a2）

　　　　＋μ｛π、σ一」一トσ、）＋π2（タートa2）｝，

とすると，（72）の制約条件式のもとで，（71）で示される期待効用を最大化す

る一階の条件式は次のようになる。ただし，μはラグランジュ乗数である。

　　　　メP（7）σノ（姦）一μπ1＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）

　　　　（1一ρ（7））σ’（∂2）一μπ2＝0，　　　　　　　　　　（74）

　　　　一ρ’（7）｛σ（∂r2）一σ（∂「1）｝一μπ1一μπ2＝0．　　　　　　　　　　　　　　　（75）

　　　　π！（夕一」一7一∂’1）十π2（5「一7－52）＝0．　　　　　　　　　　　　　　　　（76）

　他方，保険者の期待効用と制約条件式は，次の（77），（78）の各式で示され

る。

　　　　カ（り7（参、）＋（1一ρ（7））7（∂2），　　　　　　1　　　（77）

　　　　π、（，一∂、）＋π2（ρ一32）＝0．　　　　　　　　　　（78）

　ラグランジュ関数£を，

　　　　£一ρ（・）7（6、）＋（1一ρ（・））7（6，）

　　　　　＋ρ｛π、（，一∂、）＋π2（」一62）｝，

とすると，（78）の制約条件式のもとで，（77）を最大化する一階の条件式は次

のようになる。ただし，μはラグランジュ乗数である。

　　　　ρ（γ）レ7’（61）一メ免π1＝0；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（79）

　　　　（1一ρ（7））7’（参2）一ρπ2＝0，　　　　　　　　　　　（80）

　　　　π、（，一∂、）＋π2（，一∂2）＝0．　　　　　　　　　　（81）

　（73），（74），から次式がえられる。



　　　ρ（りσノ（げ1）　　　π1

　　（1一ρ（r））ぴ（∂2）　π2●

　（79），（80）式からは次式がえられる。

　　　ρ（γ）7’（診1）　＿πエ

　　（1一ρ（7））F’（62）　π2●

したがって，（82），（83）式から，

　　　ρ（7）σ’（」1）　＿　ρ（γ）7’（31）

　　（レρ（r））σ’（r2）（1一ρ（・））F’（6，）’

が成立し，（69）式が満たされることになる。
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（82）

（83）

　他方，（70）式は満たされないことが以下のようにして示される。すなわち，

（73），（プ4）式を使って，（75）式は次式のように変形される。

　　＿⊥＿び（62）一び（51）．　　　　　　　　　　　　　（84）』
　　　　　　E（ぴ1ρ（7））　　　ρ’（r）

　したがって，（70）式は満たされず最適な自己防御支出がえられないことに

なる。

　㈹　価格が事故率に依存する場合

　状態1，2に対する条件づき請求権の価格が，事故率に依存する場合におい

て，それらの価格はリスク・ロ．ウディング（risk　loading）σ1，σ2を用いて，

σψ（7），σ2（1一ρ（7））と定められるとする。そのとき，被保険者の期待効用と

制約条件式は，次の（85），（86）の解式で示される。

　　　　ρ（・）ひ（5、）＋（1一ρ（・））σ（∂，），　　　　　　　　　（85）

　　　　　　σψ（・）（弁」一・イ、）

　　　　十σ2（レρ（γ））（．二一7一げ2）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　（86）

　ラグランジュ関数Kを，

　　　　κ＝ρ（・）び（a、）＋（1一ρ（γ））σ（5，）

　　　　　　＋矛｛σψ（7）（夕一」一ト5、）

　　　　　　＋σ，（1一ρ（γ））（飽7－52）｝，
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とすると，（86）の調約条件式のもとで，（85）を最大化する一階の条件式は次

のようになる。ただし，矛はラグランジュ乗数である。

　　　　ρ（r）σノ（∂ユ）一ησψ（γ）＝・0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（87）

　　　　（レρ（り）σ’（ら）一力σ2（1一ρ（7））＝0，　　　　　　　　（88）

　　　　一ρ’（r）｛σ（ど2）一σ（げ1）｝

　　　　＋矛（〆（7）｛σρ一’一7－5乳）一σ2（外7－a2）｝

　　　　一死｛σψ（γ）一←σ2（1一ρ（r）｝＝＝0．　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（89）

　　　　　　σψ（γ）（夕一♂一7一∂1）

　　　　十σ2（1一ρ（7））（jF－7－a2）＝0．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（90）

　他方，保険者の期待効用と制約条件式は，次の，（91）（92）の各式で示され

る。

　　　　ρ（r）7（61．）十（1一ρ（γ））レ7（∂2），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（91）

　　　　σ4）（r）（．専一61）十σ2（1一ρ（7））（jl－62）＝0．　　　　　　　　　　　　　　　（92）

　ラグランジュ関数盆を，

　　　　盆一ρ（・）7㈲＋（1一ρ（・））7（6，）

　　　　＋命｛σψ（・）（タ一目、）＋σ，（1一ρ（・））（♪一3，）｝，

とすると，（92）の制約条件のもとで，（91）を最大化する一階の条件式は次の

ようになる。ただし，カはラグランジュ乗数である。

　　　　ク（γ）7’（∂1）一乏〉σψ（7）＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（93）

　　　　（！一ρ（γ））7’（∂2）一命σ2（1一ρ（r））＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94）

　　　　σノ》（「）（，夕一61）十σ2（1一ρ（ア））（」一診2）罧0．　　　　　　　　　　　　　　　（95）

　（87），（88）の各式から，

　　（1一ρ（γ）σ’（げ2）＿σ2（レρ（7ρ（7）ぴ（げ1）　　σジ（r）））・　　　．　（96）

がえられる。また，（93），（94）の各式から，

（レρ（7））F’（62ﾏ（プ）F’（61））一σ ??j）・　　　　（97）
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がえられる11）。したがって，（96），（97）の寸寸より

　　（レρ（r））σ’（げ2ρ（7）び’（δ、））（1ヲ8～躍～6・）・　　　　（98）

が成立レ，（69）式で示される最適条件は満たされることになる。他方，（70）

式で示される最適条件式は，一般には満たされないことが以下のようにして示

される

　（87），（88）の二二から，

　　　　矛σ、皿σ’（61），

　　　　矛σ2認こ1’（∂2），

がえられる。

　さらに，（98）式から，

　　σ’（‘2）＿こ1’（」、LE（酬ρ（り）

　　7’（A‘2）F’（3、）E（7’1ρ（・））’

がえられる。

ノ1，∠2を一次近次によって生じる誤差とすると，次式が成立する。

　　　　7（の＝7（∂1）＋7’（61）（夕一参1）＋41，

　　　　7（メ）亀7（∂，）＋7’（3、）（，一∂、）＋4、，

（99）

（100）

（101）

（102）

（103）

　（67），（68），（99），（100），（101），（102），（103）の各式を用いて，（89）式

を次のように変形することができる。

一〆1，）一留藷）＋7¢・哉影！畠1ろ11＋∠・・　（…）

　したがって，（70）式で示される最適条件式は一般たは満されない。ただ

し，保険者が危険中立的であるときには，

　　　　・∠1＝42＝0，

となり，（70）式が満たされることになる。

11）　σ1，σ2の均衡値は，保険者及び被保険者の最：適化行動の結果が，市場均衡条件

　（67），（68）式を満たすときにえられる。
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　以上と同様の分析が，Helpman　and　haffont〔2〕においてもなされている。

それらの分析によって示されるように，事故率についての情報と保険者の危険

中立性が重要となる。しかも，Marshall〔4〕，Helpman　and　Laffont〔2〕に

おいては，その情報が事前に必要とされている。事故率ρは自己防御支出の

関数であるから，まず自己防御支出についての事前の調査が必要とされる12）。

しかし，その調査がしばしば不可能であるということが，Laffont〔3〕によっ

て指摘されている13）。このような観点から，Laffont〔3〕においては，自己防

御支出についての事前の調査がなされず，かわりに被保険者によって自己防御

支出についての申告が行なわれると想定されている。その申告に基づいて，保

険料が決められる。事故が生じたときには，申告通りの自己防御支出が行なわ

れていたかどうかが事後的に調査される。もし，申告に満たない自己防御支出

が，行なわれていたと判定された場合には，保険金の支払いが行なわれない。

このような仮定のもとで，上述の判定が正確に行なわれる場合には14），パレー

ト最適が達成されることが，1・affont〔3〕において示されている。しかし，

判定が正確に行なわれるということは，臼己防御支出についての事前の調査と

同様に，一般には不可能であると考えられる15）。すなわち，判定を正確にする

ためた，自己防御支出についての正確な情報をえることは困難であると考えら

れる。

§5事故率と保険給付
自己防御支出についての情報が不正確な場合における最適保険政策16）につい

12）さらに，ρ（つの関数型についても情報が必要とされる。

13）正affont〔3〕，　p．87を参照。

14）7を自己防御支出，タを申告された自己防御支出とする。申告に満たない自己防御

　支出ではなかったと判定される確率が，ψ（　Aγ一2’）で示されるとすると，7≧身の場合に

　ψ＝1，r＜rの場合にψ雷0，となるときに，その判定は正確であるとされる。

15）正確な判定が困難なことは，Laffont〔3〕においても指摘されている。

16）公正な保険（fa五r　insurance）のもとで被保険者の期待効用を最大化する政策。
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ての分析は，Shavell〔8）においてなされている。すなわち，次のような結果

が導かれている。

　保険者によって行なわれる被保険者の自己防御についての調査費が零で，そ

の調査からえられる情報が不完全な場合には，

　（i）調査をしない場合の最適保険政策に比べて，より高い期待効用を被保険

　　者にもたらす（保険者の純収入を低下させないで）ような政策がこの情報

　　を用いてえられる。

　（ii）少なくとも，事前と事後の調査において，質的な差がない場合17）には事

　　後の調査を用いてえられる最適政策よりも，高い期待効用を被保険者にも

　　たらす（保険者の純収入を低下させないで）政策が，事前の情報を用いて

　　えられる。

　このShave11〔8〕の分析では，調査によってえられる情報が正確でないと想

定されているので，現実との関連性が高いと考えられる。以下では，このSha－

vell〔8〕の想定を用いて若千の考察を試みる。すなわち，保険給付が，自己防

御支出（りの観察値（デ）にも依存レてきまるとする。そのデから，7に関する

正確な情報がえられないとする。すなわち，デは必ずしもプに等しくないとす

る。そのときに，保険給付が観察値に依存する程度（ε）における変化が，個々

人の最適自己防御支出に，したがって，事故率にどのような影響を与えるかを

考察する。個々人の事故率を下げることが一つの社会的目的とされた場合に，

政策変数εをどのように変化させる必要があるのかが導出されることになる。

さらに，それにともなう保険収支の変化も考察する。また，自己防御支出の最

低基準についても，同様の考察を行なう。

　記号を整理すると以下のようになる。

17）7を貰己防御支出，デを調査によるその観察値とする。確率変数ηを用いて，デが

　γとηの和（すなわち，7驕7＋η）と示されるとき，デの確率分布が，所与のγの

　もとで，事前・事後で変化しない場合に質的な差がないとする。
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　r；自己防御支出

　7；自己防御支出の観察値

　γ；自己防御支出の最低基準（政策的に所与とする。）

　ε；保険絵付が観察値に依存する程度

　解；保険料率

　な損害額

ρ；事故率

　ε；保険給付のうち観察値に依存しない部分

ク；所得

　保険料が静ッ，自己防御支出がrであるから，事故が生じなか・つた場合の所

得は，

　　　　・アーη～。ツー『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（105）

となる。

　保険給付は，観察値7に依存する部分，すなわち，ε（7一γ）と，依存しない

部分，すなわち詮とからなるとする。ただし，εはγよりも小さい7に対し

ては零，γ以上のデに対しては正の値をとるとする。したがって，保険給付は

次のように示される。

　　　　ε＋ε（7一γ），ただし，デ≧γ

　　　　ε，ただし，7＜γ

したがって，事故が生じた場合の所得は，デ≧γのときには，

　　　　ノ＿η諺．ア＿r＿」十ε十ε（7一γ），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（106）

と示され，7〈γのときには，

　　　　ノー㎜ノー「一」＋ε，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（107）

と示される。

　7の密度関数を／（7；r）とすると各人の期待効用（Eσ）は，（105）（106），

（107）式から次のように示される。
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　　君σ譜（1一ρ（7））ひ（クー2ηノー7）

　　　＋ρ（r）∫ζσ（ノー解ノーγ一・＋3）ゾ（デ・γ）4デ

　　　・・（・）∫｝ひ（一…塙・（・一・））／（…）既　　（1・8）’

ただし，ξ：≦デ≦昇とする。

　（108）式で示される期待効用を最大化する7についての一階の条件は次のよ

うに示される。

　　Eぴ躍一グ（7）ひ（クール2ノープ）

　　　一（1一ρ（7））σノ（ンー解グーr）

　　　＋グ（・）∫蜘一・・…・・εy（・・麟

　　　＋ρ（り∫ぞ｛一σ’（……・＋・）∫（・・り

　　　　　　　　十σ（ノー〃り一γ一’十8）1γ｝4デ

　　　・グ（り∫㌃び回・一一…＋・（・一・）y（・・戯

　　　・・（・）1写｛一ぴ（・一・…・＋…（・一・）y（・・り

　　　　　　　　十八「（アーη凄ノー7－」十ε一十一ε（7一γ））ゾγ｝4デ＝＝0．　　　　　　　　（109）

　γについての二階の条件，

　　　・一∂謬くb，　　　　　　　　　　（11・）

を仮定する。

　以下では，保険給付が観察値に依存する程度（ε）における変化が，個々人

の最適自己防御支出に，したがって事故率にどのような影響を与えるかを検討

する。

　最適条件式（109）を，εについて微分し整理すると次式がえられる。

宅｝一一〆（・）∫写びい・…・・…（・一・））（・一・y（・・り・・
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　　　　＋ρ（・）∫｝｛一σ”（・一・・一・一’・6・・（・一γ））（・一γy（乳・・）

　　　　十ひ，（」リーη2ノー7－」十3十ε（7一γ））（デーγ）！7｝4デ〕．

（111）式の〔・〕のなかを展開すると次のようになる。

　　∫弊。一・・一軸婦・・（・一γ））（・一γ）｛〃＋ρ！｝4・

　　一・⑦∫1σ〃｛………＋・（・一・））（・一・）／（…）野

上式の第2項は正である。第1項の｛・｝のなかは，

　　一多くヂ

　　　　　　　　　　ただし，γ≦デ≦デ

（111）

（i12）

である場合には正となる。したがって，ぴ＞0であるから，第1項の全体も正

となる。したがって，（111）式の〔・〕のなかが正となる。．さらに，（110）

式から0は負であるから，次の関係がえられる。すなわち，（112）の下で

　　　　誓〉・，　　　　　　　　　・　（113）

となる。

　さらに，〆く0，であるゆら，

　　　　驚く・，　　　　　　　．．　　（114）

がえられる。

　すなわち，7の変化にともなうρの変化率のほうが／の変化率よりも小さ

いときには，εが増加，すなわち保険給付が観察値に依存する程度が増加す

るほど，最適自己防御支出は増加し，、したがって事故率は減少することにな

る。

次に泊己防厳出の麗群・における菱化が調・人の髄配脚

支出に，したがって，．事故率にどのような影響を与えるかを検討する。

　最適条件式（109）をγについて微分して整理すると次式がえられる。
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寄一浩〔一グ（・）∫季ぴ（ノー階・一婦＋・（7一γ））・∫（デ；碗

　　　一グ（r）σ（ノーηり一r一’十のプ（γ；γ）

　　　＋・（・）∫う｛ひ”Q一ノ…・・…（・一・））・／（…）

　　　　　　　一σノ（ンー窩ノーr－」十3十ε（デーγ））εノ｝ゴ7

　　　一力（7）｛一．び（ノー加」アート1＋3：ゾ（γ・7）．』　　　　　　　　。

　　　　　　　血脈映・解り｝〕・　　（115）

（115）式の〔・〕のなかを展開すると次のようになる。

一∫弛Q…映・＋・（・一・））・＠γ伽）・醐

　一σ（ノーη2ノーr一ご十ε）（ρくプ（γ；7）十メゾ7）

＋・（・）〔びい・…・＋の・ε∫》｛σ”Q諾≡病三番γ））

　　　　　　　　　　　＋∫（㌃；’7）｝／（…）47〕

・・（・）ぴ⑳…・＋・）∫ク（…）疏

　　ア≧γにたいして・ε》oであるから，ぴ（ンー祝．アー一7－」十ε）．

　　　〉σ，（二y一η置．アー7－」十3十ε（7一γ）），

となる。ただし，ぴ＞0，ひ”〈0とする。したがって，第3項の｛・｝は次の

ように展開される。

　　σ”（ノーηz．アーr－1十ε十ε（7一γ））＋／（γ；・）．

　　　　びQ一矧一卜肝の　　　　ε

　　〉器≡謬≡岩辛舞1多≡召1＋∫（㌃；り

　したがって，絶対的危険回避度を用いれば，

・・Q－2…・＋・＋・（・一・））＜／（ e；．1）・　．1　《116）
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が成り立つときに，第3項の｛・｝のなかは正となる。したがって，第3項は

正となる。第1，2項は，

　　一宇〉拳　　　　　　　　　　　　　（117）

　　　　　　　ただし，γ≦ア≦塁．

が成り立つとき正となる。第4項は正であるから，（116），（H7）が満たされる

ときに，（115）式の〔・〕のなかは正となる。さらに，（110）式からσは負

であるから，次の関係がえられる。

　　　　筈〉・・　　　　　　　　　　　（118）

　さらに，グく0，であるから，

　　　　讐く・・　　　　　　　（119）

がえられる。

　すなわち，絶対的危険回避度あるいはεが十分小さい場合で，7の変化にと

もなうρの変化率のほうが／の変化率よりも大きいときには，γが増加，

すなわち自己防御支出の最低基準が増加するほど最適自己防御支出は増加し，

したがって事故率は減少することになる。

　次に，保険給付が観察値に依存する程度εあるいは，自己防御支出の最低

基準γにおける変化が，保険収支にどのような影響を与えるかを検討する。

　各人についての保険給付の期待値Eは，

　　E一・（・）｛…∫1（・一・y（…）・7｝・　　　　（12・）

と示される18）。（120）式をεについて微分して整理すると次式がえられる。

　　嘉〔グ（γ）・・∫1・（・一・）（グ（・）∫（・・り・・（・）／）司嘉

18）Shavell〔8〕p．555と同様に，調査（観察）費が零で，その調査からえられる情報

　は不完全であるとする。また調査費が一定としても，同じ結果がえられる。
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　　＋♪（・）∫ワ（デーγy（デ；・）既

第・項は正であり，（・・3）より嘉〉・，である・さらに，（112）より，

〔・〕のなかの第2項は正である。したがって，εが十分小さいときには，

　　　　要〉・，

となる。すなわち，保険給付のうち観察値に依存しない部分（のが十分小さい

ときには，保険給付が観察値に依存する程度（ε）が高くなるにしたがって，

保険給付の期待値（E）は増加することになる19）。他方，保険料収入＠ノ）は

一定であるから，保険収支（保険料収入一保険給付）の期待値は減少すること

になる。

　次に，（120）式をγにういて微分して整理すると次式がえられる。

　　霧夢一｛グ（・）・＋∫う・（・一・）α（り／（…）・ρノ）・弓一書

　　一・（・）・∫多ノ（…）世

上式の第・項は負・（118）より・一R〉・・（117）より・第1項の｛・｝部

分の第2項は負となる。さらに，グ（りく0，であるから，第1項も負となる。

したがって，

　　　　尊く・・

がえられる。すなわち，自己防御支出の最低基準が高くなるにしたがって，保

険給付の期待値君は減少し，保険収支の期待値が増加することになる。

　　　・　　　　　　　§6結　　び

　以上においては，Marsha11〔4〕，Laffont〔3〕，Shave11〔8〕等の所論を検

ig）ただし，条件（112）は満たされているとする。
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討すると共に，自己防御支出についての情報が正確でないという仮定のもと

で，事故率と保険について若干の考察を試みた。すなわち，個々人の事故率を

下げることが一つの社会的目的とされた場合に，保険給付が観察値（自己防御

支出の）に依存する程度を高めてもあるいは自己防御支出の最低基準を高めて

もその社会的目的を達成する可能性があるが，保険収支の期待値の観点から

は，後者のほうが望ましい効果をともなうことが導かれた20）。その他の社会的

目的についての考察は今後の課題である。
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第4章最遭保険政策

§1序

　本章では，不完全情報のもとでの保険政策について考察する。

　各人は，自己の事故率についての完全な情報をもたず，その事故率に関する

推定を行なうとする。そして，自己の事故率が♪であると推定する人々の間

での実際の平均事故率が》であると仮定する。（Rothschild　and　Stiglitz〔4〕

においては，このような性質を満たす推定は，偏りのない（unb重ased）推定と

されている。）この推定された事故率♪に基づく各面の期待効用を最大化する

保険政策等について考察する。

　事故が生じたときに，損害額（L）（例えば医療費）の一定割合（β）が保険

給付されるとする。この損害額に対応した保険給付（β五）とは別に，一定額の

現金給付（例えば，傷病手当金あるいは見舞金）もなされるとし，この給付は

全額が国庫負担されると仮定する。以下では，「公正な保険（fair　insurance）1）」

を仮定し，保険給付（βL）に対応した保険料を考える。

　Ehrlich　and　8ecker〔3〕と同様に，期待効用極大化行動を仮定する。上述の

一定額の現金給付を零とした場合が，Ehlich　and　Becker〔3〕に対応してい

る。

　第2節では，上述の推定された事故率》に基づく各人の期待効用を最大化

する保険政策における最適給付率・保険料について考察する。その最適給付率

（保険料）のもとでは，二つの状態（事故が生じた状態とそうでない状態）で，

所得水準が等しくなることが，Ehrhch　and　Becker〔3〕におけると同様に示さ

れる。

1）「公正な保険」については，Becker〔1〕を参照。
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　第3節では，この最適給付率（保険料）の性質を検討する。第4節では，こ

の最適保険政策のもとでは，期待所得・期待効用等が各人の事故率Pとは独

立に一定となることが示される。第5節では，推定された事故率》に基づく

各人の期待効用を最大化するこの最適保険政策が，政策目的とレて考えられる

（完全情報がえられた場合に定められる）各人の期待効用からなる社会目的関

数を最大化していることが示される。第6節では，保険政策の対象を一部の集

団（例えば老人の集団）から社会全体にした場合の政策実施にともなう問題に

ついて検討する。

§2　最適保険料・給付率の決定

　　　　　　　　　バ　自らの事故率がPであると推定する人々からなる集団を考える。（例えば，

年齢等によって，社会をいくつかの集団に区別することによって，このような

性質を満たす集団をつくることができるとする2）。）そして，そのような集団の

間での，実際の事故率（P）の平均値が声であると仮定する3）。

　この集団における事故率による個人の密度関数を／（P）とする（we　let

f（P）be　the　density　function　of　individuals　by　their　accident　probab皿ity4））。

そして，£，戸はそれぞれ，最低・最高の事故率を示すとしよう（Let　2　and

Pbe　the　min量mum　and　maximum　accident　probabihties　respectively5））。　し

たがって，

　　∫1六P）4P－1，／（P）≧0，　　　　　　　　　（1）

2）例えば，年齢によって区分をするとすれば，老人は自らが病気（事故）になる確率

　に関して完全な情報をもっていないが，彼らが推定する自己の事故率は，若年層のそ

　れよりも一般に高いであろう。

3）Rothschild　and　Stig懸tz〔4〕参照。

4）St量glitz〔5〕を参照。

5）Stiglitz〔5〕を参照。
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と表わされる。

　したがって，上述の仮定は次のように示される。

　　∫至Pプ（P）4・一》・

　いま，保険料をα，給付率をβ，損害額を五とし，公正な保険

を仮定すると，保険に関する予算制約式として次式がえられる。

　　α躍♪β五．

各人の初期所得をAとすると事故が生じたときの効用は

　　σ諾（浸一α磁＋β五），

となり，他方，事故が生じないときの効用は

　　σ（∠4一α），

となる。ただし，ぴ＞0，ζ1”＜0と仮定する。

（2）

　いま，事故が生じたときには，保険給付以外に，現金給付5が与えられる

としよう。それぞれの場合の効用は次のようになる。すなわち，事故が生じた

ときには，

　　σ（∠一α一ム＋βL＋ε），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

となり，他方，事故が生じないときの効用は

　　こ1（∠4一α），　　　　　　　　　　　「　　　（4）

となる。

　ところで，この集団のすべての個人は，自己の事故率が♪であると推定し

ているから，この推定値♪に基づく期待効用は，すべての個人について，

（2），（3），（4）の各式から次のように示される。

　　左σ一♪σ（濯一》β五一（1一β）L＋3）　　　　　　　（5）

　　　＋　（1一ρ）　び（オー♪β・L）．

　（5）式を最大化するβに関する一階の条件式は次のように示される。

響♪ぴ（脚・一（1一β）…）（一♪・＋・）
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　　　＋　（1一♪）　乙r’（遵一・ββL）　（一か・L）　＝0．　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　また，二階の条件式は次のようになる。

　　4謬一月頃（・一♪β・一（1一β）・＋・）（一蜘2

　　　＋　（1一戸）　ひ”　（澄一♪βL）　（一♪L）2＜0．　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　0≦♪≦1．であるから，σ”＜0を仮定することによって，（7）式は満たされ

ることになる。

　また，（6）式を展開することによって次式がえられる。

　　編一｝≡1－1・　・　　（・）
　したがって，σ”＜0であるから，（8）式より所得が二つの状態で等しくな

り，最適給付率β＊は，

　　β・一1一多　　　　　　　　　（9）

と表わされる。

　また，（2）式より，最適保険料α＊は

　　・・一♪（1＿亙　　L）・，　　　　　　（1・）

となる。

　（9），（10）の各駅より，

　　3＜L，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

が満たされるときには，

　　β＊＞0，

　　α＊＞0，

となる。（11）式は，事故が生じたときに与えられる現金給付額が，損害額より

小さいことを示す。以下では，（11）式を仮定する。
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§3　最適保険料・給付率の性質

　（9），（10）の各式から，最適給付率・保険料についての，次のような性質が

えられる。

　　鵯＊一一÷〈・，　　　　　　　　　　　（12）

　　霧≒÷〉・，　　　　　　　（13）

　　細口・・　　　　　　　　　　　　（1・）

響一一♪＜・，　　「．　　』（15）

　　需一♪〉・，』　一　　　　　（16）

箸（1＿．動　　L）・〉・・　　　r　．　（17）

　（12），（15）の旧式より，現金給付の水準が高まれば高まるほど，最適給付

率・保険料は低くなる。また，（13），（16）の各式より，損害額の水準が高まれ

ば高まるほど，最適給付率・保険料は高まる。また，（14），（17）の旧式から

は，最適給付率は平均事故率から独立であるが，最適保険料はそれが高まるほ

ど高くなることが導かれる。

∫さらに，（12）あるいは．（13）式より

　　野上一表〉・・　　　　　　　　　’　（18）

がえられる。したがって，この（18）式と（13）式とから，損害額の増加によ

る最適給付率の増加は，現金給付の水準が高いほど大きくなる。同様にして，

次のような性質も，（12），（13），（14），（15），（16），（17）の各式から導くこ

とができる。
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　　∂2α＊
　　　　　＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
　　∂五∂ε

　　総一ρ・　　　　　　　　　　（・・）

　　∂2α＊
　　　　　＝一1＜0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
　　∂3∂♪

　　器一・・　　　　　　　（22）
　　∂2α＊
　　　　　＝　1＞0．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
　　∂♪∂L

　　　　　§4　最適保険料・給付率と期待所得・期待効用

　ところで，実際の事故率がPである個人の期待所得E〔「〕は，次のように

示される。

　　E〔「〕　＝P（4一α一∠・＋βL＋5）　＋　（1－P）（」一α）

　　　冨P｛」一・ββ・L－L　（1一β）　＋5｝＋　（1－P）　（∠1一・うβ五）．　　　　　　（24）

　（24）式に，（9）式を代入すると次式がえられる。この場合をケース1とす

る。

　　・〔・〕一・｛一・（芸）・・｝・ρ（1一薯）圖一β（・一・）・（25）

　他方　給付率βが現金給付の水準とは独立に決められるとするならば，

（24）式は以下のように展開される。いま，例えば保険料（α）が初期所得

（4）のgx100％の水準に決められるとするならば（5の水準とは独立に），

次の関係が成立する。この場合をケース2とする。

　　α菖¢」41　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）

　さらに，公正な保険の仮定から，

　　　　β一瞬一髭・　　　　　　（27）
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となる。この（27）式を（24）式に代入すると，

　　E〔・〕一・（一・＋子＋5）＋∠（レ・），

がえられる。（28）式において，P＝♪のときには，

　　E〔「㌃メL綱＋蝕浸一・浸一遵一》（・一・）・

となり，（25）式の右辺と等しくなる。

　（28）式をPで微分すると次式がえられる。

　　4E、あ「〕一一・＋夢…

　さらに，（26），（27）式より，（30）式は次のように変形される。

　　等「〕寺・（1一β）．

（28）

《29）

（30）

（31）

ところで，L（1一β）は損害の自己負損額である。この自己負担額以上の現金

給付はなされないと仮定すると，

　　5一、乙　（1一β）　≦0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）

となる。したがって，

　　等y〕≦・，　　　　　　　　（33）
となる。

　他方，ケース1（ρ場合には，（25）式から，

　　4亙4歩y〕一〇，　　　　　　　　　　　　　（34）

となる。したがって，ケース1の場合には，期待所得は事故率の水準から独立

であるが，ケース2の場合には事故率の非増加関数となる。また，（29）式か

　　　　　　　ムら，平均事故率Pをもつ個人にとっては，ケース1，ケース2のそれぞれの場

合において，等しい期待効用がえられる（第1図参照）。

　期待効用についても，同様の考察を行なうことができる。期待効用は次のよ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P

　　　　　　　　　　　　　　　　　第1図

うに表わされる。

　　E　〔ひ〕　＝Pσ（浸一♪β・L一　（1一β）　」L＋5）

　　　＋　（i－P）σ（」一♪βゐ）．　　　　　　　．．　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）

　（35）式に，（9）式を代入すると，次式が成り立つ（ケース1）。

　　　　　　　　　　　　　E　〔σ〕　＝σ　（属1－P　（」乙一ε）　）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）

したがって，

　　4E4奏σ〕一〇，　　　　　　　　　　　　　　（37）

となる。

他方，給付率βが現金給付の水準とは独立に決められるとすれば（ケース

2），．・次式がえられる。

・〔の〒Pρ．（．（1－9†貴）・一・＋・）・（1－P）び（（レ・）・）・（38）

　（38）式をPについそ微分して次式がえられる。

撃一σ（（叫号）ター・＋・）一σ（（1一・）・）・　．（き・）

　（27）‘式1（32）式より次式が成り立つ

E［y］

i1－q）
、、
@＼、　　、

ケース2．

ケース耳

L－s）

i
；

0 E P 戸
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貴酬＝蜘　β）≦0・一1 @1r（40）．
したが・て・（39）式より．

　　4E4奏σ〕≦o，

となる。

したが・て・ケース1の場合には鵬効用は事故率の搾から独立であ・

が，ケース2の場合には事故率の非増加関数となる。

　次に，現金給付の増加による期待所得・期待効用の増加と事故率との関係を

考察する。

　（24）式を，Sについて微分すると，

　　∂E∂ly〕一P（＿戸、L一．艇＋五　∂β＋1　　　　∂ε　　　∂ε）

　　　　＋（1－P）（一♪壽ゐ），　、　　　　　（41）

となる。

　いま，給付率βが現金給付の水準3と独立に決められるとするならば，

（ケース2）

　　器一・，　　　　　　　　　　　　（42）
とな乙。したがって，（42）式を（41）式に代入すると，

　　∂E、！y〕一・〉・，　　　、　　　　（・＄）

となる。すなわち，現金給付の水準が高いほど期待所得は高くなる。

　また，（43）式をPで微分すると

　　∂器L1＞・・　㌃　　　『　r　（・1）

と醐辮の高い個人ほど現牟給付の増加による期騨の増加晦く

なる。
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　他方，給付率が各人の期待効用（推定値♪に基づく）を最大化するように決

められるとすれば，（9）式で示されるように給付率は現金給付の水準に依存し

て決められることになる（ケース1）。この場合には，（41）式に（12）式を代入

して次式がえられる。

　　∂E、！「〕一・｛一山（一÷）＋・（一÷）＋1｝・（1一・）｛一多（一÷）・｝

　　　＝P♪＋（1－P）♪　＝♪＞0．　　　　　　　　　　　　　　（45）

　また，（45）式から

　　∂器〕一・，　　　　　　　　（46）

となる。したがって，（45）式からこの場合も現金給付の水準が高いほど，期待

所得は高くなる。ただし，（43），（45）の各誌から，事故率が

　　P〈♪，

の個人にとっては，給付率が現金給付の水準と独立に決められる場合のほう

が，現金給付の増加による期待所得の増加は小さい。逆に

　　P＞多，

である個人にとっては，逆の結果が成り立つ。また

　　P＝多，

である個人にとっては，いずれの場合でも，同じ期待所得の増加がえられる。

　さらに，（46）式から，ケース1の場合には，ケース2の場合とは違って，現

金給付の増加による期待所得の増加は，事故率の水準には依存しない（第2図

参照）。

期待効用E〔のについても，同様の考察を行なうことができる。

　五1〔σ〕　＝Pσ（遵一♪β五一（1一β）　・L＋5）＋（1－P）σ　（」一♪β五）．

（47）式を8について微分すると，次式がえられる。

∂EA1ひし・ぴ（蜘・一（1一β）・＋・）（一門・＋壽・＋1）

（47）
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∂E［｝コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P

　　　　　　　　　　45。

　　　　　　　　　　　　　　　　　第2図

　　　・（1一・）ぴ（・一♪β・）（一♪器）・　　　　（・8）

　もし，給付率βがεとは独立に決められるとするならば（ケース2．），

　　塑＿o
　　∂3　　’

となる。これを，（48）式に代不すると，

∂讐L・ぴ（卵＋β）・審・）〉・・　．　（・・）．

となる。また，（49）式から，

　　∂器L叩ゆβレ（レβ）・＋・）〉・，　　　（・・）

がえられる。

　他方，（9）式で示されるように，給付率が現金給付の水準に依存して決めら

れる場合には（ルース1），（9），（12）式より（48）式畝のように翻するζ

とができぐ・

　　∂E、！σ〕一声ぴ（蹟・一・））〉・．　　　　．（51）

∂s 　　　！Pース2　　／
！

1
／

！
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　さらに，（51）式から次式がえられる。

　　∂器〕一・・　　r　　　　（52）

　したがって，（49），（51）の各式から，いずれの場合においても，現金給付の

増加によって任意の事故率Pをもつ個人の期待効用は高まることになる。

（ただし0≦£≦P≦戸≦1，である。）

　さらに，（50）式からケース2の場合には，事故率Pの高い個人ほど現

金給付の増加にともなう期待効用の増加は大きくなる。他方ケース1の場合に

は，それがPの水準には依存しないことが，（52）式からえられる（第3図参

照）。

型お

Pぴ（A－P（L－s））

ケース2
@　　　　！！@　　　！1　　　！　　　ノ　　！

1　　ケース1
「

一s））

順き

　　A撃ﾒ（ルP阻一（1

　’^11 l
10 2 戸

P

第3図

とζろで沼一角こおける，ケース1での∂E〔σ〕／∂5の値は・♪σ’（ル

♪（ムー5））である。他方，ケース2でのそれは，♪ぴ（」一《βL一（1一β）L＋

8）である。したがって，

　　♪ぴ　（浸一♪　（L－3））　嵩♪σ’（浸一♪βL一て1一β）　L＋8），　　　　　　（53）



　　　　　　　　　　　　　　4　最適保険料・給付率と期待所得・期待効用　83

であれば，平均事故率♪をもつ個人にとってケース1，ケース2のいずれの

場合においても等しい期待効用の増加（現金給付の増加による）がえられる。

　（53）式は次式のように展開される。

β一1一薯（一β・）・
（54）

　例えば前述のように保険料（α）が初期所得（ののg×100％の水準に決めら

れるとするならば（8の水準とは独立に例えばg≡・g（」）），次の関係が成立する。

　　α＝9（」）」．

　さらに，公正な保険の仮定から，、

　　　　β一9響・　・　　　　　！55）
となる。

　（55）式を（54）式に代入して整理すると，

　　α一9（孟）撫》（L－3）（一α＊）　　　　　　　　　（56）

　　　　　　　　　　　　　　　　バとなる。このときには，平均事故率Pをもつ個人にとっては，ケース1，ケー

ス2とも同じ期待効用の増加（現金給付の増加による）をもたらし，♪より小

さいPをもつ個人にとってはケース1が，声より大きいPをもつ個人にとっ

ては，ケース2がより大きい期待効用の増加をもたらすことになる。他方，

　　　　　　ム　　9（A）オくP（L－5），

が成り立つときには，♪以上（♪≦；P≦戸）の事故率をもつ個人にとっては，

ケース2のほうが高い期待効用め増加をもたらす。また，亙が十分に零に近い

場合には2の近傍の個人にとっては，ケースー1のほうが高い期待効用の増加

をもたらす。

§5　最適保険料・給付率の政策的インプリケーション

前節までは，事故率についての推定値声に基づく期待効用は，すべての個
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人について，（5）式で表わされ，それを最大化する最適保険料・給付率につい

て検討してきた。ところで，序で述べたように，推定の偏りについての仮定か

ら，この推定値♪は実際の（集団の各人間での）平均事故率に等しい。した

がって，推定値♪に基づく期待効用を最大化することは，平均事故率をもつ個

人の期待効用を最大化することにもなる。

　事故率がPの個人の期待効用は，

　　E＝Pσ　（」一♪β五一　（1一β）　L＋5）

　　　　十　（1－P）σ（4一倉βL），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（57）

と表わされる。（57）式をβで微分することによって，次式がえられる。

謬一・ぴ（・一《β・一（レβ）・＋・）（一《L＋・）

　　　＋（1－P）こ1’（・4一・今β・L）（一♪L）　＝0．

さらに，（58）式から，次式がえられる。

　｛〔ノ・（澄一列｝β五一（1一β）・L＋5）（一♪＋1）L＋ひ’（遼一♪βL）β・L｝4P

＋｛Pσ”（」一♪βL一（1一β）ム＋5）（一♪＋1）2L2

　＋（1－P）σ”（4一《βL）（一♪L）2｝4β＝0．

（58）

（59）

σ’＞0，σ”＜0，0≦《≦1，0≦♪≦1，五＞0，であるから，（59）式から，

釜〉・， （60）

が成立する。

　したがって，高い事故率をもつ個人ほど，自己の期待効用を最大にする給付

率は高くなる。

　自己の事故率がP　（＜戸）であるにもかかわらず，事故率についての完全な

情報をもたないために，自己の事故率が♪であると推定する個人は，不完全

情報の下での♪に基づく期待効用最大化によって，完全情報であったならば

所望したであろう給付率よりも，高い給付率が適用されることになる。事故率

がP（〉♪）である個人にとっては逆が成り立ち，P（＝♪）の個人にとって
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は，不完全情報の下でも，完全情報の下でも同じ水準の給付率を所望すること

になる。

　以†では，この♪に基づく期待効用を最大化する保険政策の性質をさらに

検討しよう。

．集団の自的関数を次のように各人の期待効用（事故率に関する完全情報がえ

られたとした場合の）に基づいて定める。

　　吟∫至｛・ひ（蜘・一（トβ）・＋・）・（1一・）σ（・一♪β・）｝／（・）・P．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）

　この完全情報がえられた場合に定められる各人の期待効用からなる社会的目

的関数を最大化することは，一つの政策目的と考えることができるであろう。

　．この（6ユ）式をβに関して最大化す．る一階の条件は次のようたなる。

帯一∫至｛・びく岬・＋β）・＋・）（一♪＋1）・

　　＋（1．一P）σ’（・4一♪βL）（一♪L）｝∫（P）4P＝0．

二階の条件は次のようになる。

謬一∫至｛脚一♪β・一（17β）・＋・）（一♪・1）卯

　　＋（1－P）ひ”ω一罪L）（一飢）2｝／（P）4P〈0．

0≦P≦1・σ”く0，であるから，（63）式は満たされる。

（62）式において，（9）式を代入すると次のように展開される。

．雀一∫董｛Pぴ（孟一♪（1「呈）レ（1－1＋薯）L＋8）（一♪＋1）L

　　　・……　＋（1－P）び（…（1一薯）・）（一鋤／（・）・P

一∫至｛Pσ’（∠匡一♪（L－5））（1一♪）ム

　　　＋（1－P）σ’（浸一戸（L－5））（一《五）｝／（P）4P

一∫ン（ル♪（五一8））L（P一お）∫（P）4P

（62）

（63）
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　　一ぴ（・一♪（・一・））・｛∫至・∫（・）・・一♪∫至・（・）・・｝

　　犀σ’（孟一《¢一5））L（♪一♪）一〇．　　　　　　　（64）

　したがって，平均事故率をもつ個人の期待効用（あるいは，推定値♪に基

づく各人の期待効用）を最大化する給付率は，集団の目的関数（61）を最大化

する給付率でもある。

§6結　　び

　これまでは，自らの事故率が♪であると推定する人々からなる集団を考察

　　　　　　　　のの対象としてきた。しかし，自らの事故率がβではないと推定する人々も含

めた社会全体を対象としても，社会的最適給付率・保険料について同様の結果

を導くことができる。

　すなわち，（61）式の2，戸を社会全体での最低，最高事故率とみなし，

’（P）を社会全体での密度関数とみなせば，（62）式を満たす給付率βは，社

会的最適給付率となる。さらに，（5）式の声を社会全体での平均事故率とすれ

ば，（9）式を満たすβは，社会的平均事故率《をもつ個人の期待効用を最大

化する給付率である。そして，この給付率が（62）式を満たし，社会的最適給

付率でもあることは，（61）式を集団の目的関数とみなした場合と同様に示すこ

とができる。また，第3節（最適保険料・給付率の性質）・第4節（最適保険料・

給付率と期待所得・期待効用）と同様の考察を，社会全体に関して（自らの事

故率が♪であると推定する人々からなる集団に関してと同様に）も行なうこ

とができる。ただし，その場合には，社会の全ての人々が，自らの事故率を弁

と推定するということは妥当ではなくなる。したがって，社会全体で考える場

合には，平均的事故率をもつ個人の期待効用を最：大化する給付率は社会的最適

給付率（（61）式に対応する社会的目的関数を最大化する給付率）ではあるが，

6）例えば，老人のみからなる集団。
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各人に共通の推定値《に基づく各人の期待効用を最大化する給付率とはなら

ない。したがって，その最適給付率（及び，それに対応した最適保険料）をも

つ保険政策は，自らの事故率が♪であると推定しない人々の同意がえられな

いことになる。すなわち，自らの事故率が♪以下だと推定する人々は，その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ最適給付率よりも低い給付率を所望し，P以上だと推定する個人は，その最適

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ給付率よりも高い給付率を所望することになる。したがって，それだけ，社会

全体を対象とした保険政策は実行が難しいであろう。しかし，自己の事故率が

♪であると推定する（実際の事故率が♪であるか否かにかかわらず）人々が多

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
数の場合には，その社会的最適給付率をもつ政策が多数決原理の下では支持さ

れ，実行されるであろう。
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第5章　医療保険と公費負担

§1序

　医療サービスを消費する時に消費者が求めているのは，医療サービスそれ自

　　　　　　　　　　　ユ　
体ではなく，健康である。そしてこの健康という一種の人的資本を生産するの

に要する財・サービスは数多くあると考えられるが，医療サービスが中心的な

役割を演じるものと思われる。ところでこの医療サービスは，前述したよう

に，次のような経済的諸特質をもっている。Arrow〔1〕は次の点を挙げてい

る。すなわち，α濡要の不確実性，②不完全知識，〔3富山障壁である。さら

に，Klarman〔3〕は上記以外の経灘的特質として次の点を挙げている。すなわ

ち，（4）外部性，⑤消費的要素と投資的要素の混在，⑥医学教育との結合生産で

ある。

　ところで，疾病は，（i）健康的に活動できる時間，したがって労働が可能な時

間の減少と（ii）医療費の支払いを通じて，しばしば人々の生活を困難に落とし入

れる。ところが，このような疾病の発生（したがって医療サービスに対する需

要）は上記の（i）に示されているように不確実である。医療保険は，疾病のため

にいつ人々の生活が困難になるかわからないような状態を回避するための方法

である。しかし，医療保険は単に被保険者の立場からだけではなく，保険者の

立場からも考えられなければならない。すなわち，財政の安定化という要請で

ある。昭和54年度当初予算における医療保険国庫負担は約2．4兆円に達し，社

会保障関係費全体の約3割，一般会計予算総額の約6％を占めている。そして

1）Grossman〔2〕においては，消費者が最終財として需要するものは，医療サービス

　そのものではなくそれを用いて家計によって生産される健康であると考えられてい

　る。そして，この接近においては，健康は入的資本の一つであるという視点から，医

療サービスは入的資本を増加させるための投入と考えられている。
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この一般会計の歳入の3～4割は公債に依存している。そしてこの公債依存度

の引下げが，財政安定のための課題となっている。この医療保険国庫負担につ

いて次の2つの問題点が藤田教授〔4〕によって指摘されている。（1）医療保障

関係費の大半が医療費の保障に充当され，医療供給体制の整備拡充に向けられ

ている財政資金のウェイトがきわめて低いこと。すなわち，54年度当初予算で

は，一般会計社会保障関係費のうち医療保障関係の支出は合計3．6兆円程度で

あるが，このうち約67％は医療保険に対する国庫補助に充当されている。この

ほかにも種々の医療費公費負担がある。なかでも，生活保護法による医療扶助

費と老人福祉費中の老人医療費の額は大きく，両者合わせると約8，000億円，

医療保障関係費全体の2割以上に達する。このように，医療保障予算は主とし

て医療費保障に向けられている。しかも，この医療費保障が重点的かつ効率的

に行なわれておらず，他方，財政を通じて解決すべき課題が医療供給面に多く

存在するので，この医療保障関係費の配分問題はより一層重要となる。②たん

に医療保険国庫負担の額がきわめて大きいだけでなく，半自動的な根強い膨張

力が内在していること。すなわち，医療保険国庫負担の平均増加率が名目

GNPの成長率を常に上回り，医療保険国庫負担の一般会計予算全体に占める割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
合が，昭和40～54年度間に4．1％から6．3％まで上昇・している。またその

GNPに対する比率は，同じ期間に約2倍に高まっている。しかも，人口の急速

な老齢化に伴って，国民医療費は一層増加し，もし医療保険給付に占める国庫

負担の割合を引き下げないかぎり，医療保険国庫負担は今後も高い増加率を示

すことになる。

　このように医療保険国庫負担の額がきわめて大きくなった背景についても藤

田教授〔4〕によって次の点が指摘されている。すなわち，わが国の医療保険

は制度間の財政力格差が大きいため，給付および拠出面における極端な制度間

のアンバランスを避けようとすれば，弱体な制度を財政的に自立させることは

2）ただし，国民健康保険と組合管掌健康保険は事務費負担も含む。
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不可能に近い。制度の統合以外には，二つの基本的方法がある。一つは国庫負

担の傾斜的配分による調整であり，もう一つは財源のプール化による調整（制

度間財政調整）である。ところでわが国はこれまでのところ，後者の方法を採

用せず，もっぱら前者の方法に頼ってきた。そのため国民健康保険を中心に

して巨額の財政資金が医療保険に投入され，最近では政府管掌健康保険も国

　　　　　　　　　　　　　　ヨラ
庫への依存度が高まってきた。その医療保険国庫負担の問題点については上で

考察したとおりである。そこで，第二の方法である制度間財政調整が注目され

　　　　　　の
ることになる。この制度間財政調整を実施しようとする場合に充足すべき前提

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ　
条件についての検討も藤田教授〔4〕によってなされている。すなわち，（1）乱

診乱療問題に対する適切な対応策をとること，②医療保険の諸制度間に存在す

る保険給付率のアンバランスを是正すること，③各制度がカバーしている経済

的・社会的グループの範囲を再検討すること，（4）制度間における財源移転額を

決定するための基準として，個別制度の財政力を表現する適切な客観的指標を

3）昭和54年度の国民健康保険への国庫負担は19514億円（事務費負担も含む），政府管

　掌健康保険へのそれは4305億円である。

4）財政調整と国庫負担との間での比較分析が大野教授〔11〕によってなされている。

　すなわち，財政調整の国庫負担に比べての長所としては次の諸点が考えられている。

　（1）再分配効果の性格が比較的はっきりしている。

　②　費用を負担する側の制度において過剰な給付が行なわμているならば，それを抑

　　制する効果が期待されること。

　（3）社会保険料による財源調達をタテマエとする社会方式の純度が低下しないこと。

　　短所としては次の諸点が考えられている。

　口）分立方式の長所とされている個別制度の自主性が低下する。

　②　効率的な制度運営の意欲が阻害されること。

5）財政調整を実施する場合の前提条件についての考察は大野教授〔11〕によってより

　明確になされている。すなわち，（D調整財源と交付される側の制度の保険料率が他

　の制度に比べて低くないこと，②それの給付率が他に比べて高くないこと，（3）加入

　者の所得の把握率が他に比べて低くないこと，㈹財源の交付を受ける側の制度の運

　営効率が他に比べて低くないこと，の諸条件である。
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開発すること，しかもこの指標は各制度の財源調達能力と給付面のニーズの強

さを総合的に反映するものでなければならない。⑤他制度から財源の移転を受

けようとする制度の側において，まず自主財源を確保するために標準的な努力

が行なわれること，の諸条件である。そして，これらの諸条件を充足すること

は簡単ではないという認識に立って，さらに次のような制度間財政調整の方向

性についても検討されている。すなわち，被用者健康保険と国民健康保険とい

う非常に異質的な制度間における財政調整については，財政力格差を表現する

客観的指標を規定することも，国民健康保険側における財源調達面の努力の程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
度を評価することも，きわめて困難である。したがって，財政調整はまず健康

保険組合相互間で行ない，次に被用者健康保険全体に範囲を拡大し，最後に被

用者健康保険と国民健康保険を含む包括的な調整を実現しようとする方向が現

実的であると考えられている。

　以上において，財政調整のあり方等について藤田教授〔4〕の所論を要約す

ることによって考察を重ねてきたが，以下では制度間格差の問題に対拠するい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
ま一つの方法である制度の統合について考察しよう。

6）大野教授〔11〕によって，被用者健康保険と国民健康保険との間で財政調整する場

　合の問題点がより一層明確に論じられている。すなわち，α）自営業者の所得把握率

　は被用者のそれよりもかなり低いのが通例であって，その負担能力を的確にとらえる

　ことが困難である点，②被用者保険における事業主負担をどのように扱うかという

　点である。

7）制度の統合について大野教授〔11〕においては次のように言及されている。すなわ

　ち，「制度間格差の問題に対処する方式としては，次の3つが考えられる。その第1

　は，分立している諸制度を統合し，できれば一本化することである。分立度が高いと

　きには，部分的統合によっても所期の目的を達成することができるかもしれない。し

　かし実際には，分立の背後では既得権がからんでいる場合が多いから，この方式を実

　行に移すのは決して容易ではないであろう。……」と述べられている。そこで，以下で

　はこの言及に従って，まず部分的統合について考察しよう。すなわち1つの大企業の

　組合管掌健康保険へ，その大企業と関係が深い1つの中小企業の被保険者を（後者を

　政府管掌健康保険から移行して）統合することについて考察しよう。ただし，中小企

　業は同質的であると仮定する。
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§2制度の統合

　現在の細分化されている健康保険制度の下においては，定年となって大企業

の組合管掌健康保険を去った高齢者は一般に中小企業に再就職して政府管掌健

康保険の被保険者となるか，もしくは零細企業に再就職あるいは隠居して国民

健康保険の被保険者となる。以下では一つの大企業の組合管掌健康保険へ，そ

の大企業と関係が深い一つの中小企業の従業員を統合することについて考察し

よう。

記　号

耀；大企業に属する人数

π：中小企業に属する人数
　

璃：大企業の各人にとっての医療費σ＝1，……，切

ル1、：中小企業の各人にとっての医療費（3司，……，η）

幽：大企業の各人にとっての賃金率σ＝1，……，の

砺：大企業の各人が中小企業へ再就職してからの賃金率σ＝1，…　，切

1（：医療費一単位当たりの労働時間の減少分
ム

輪：大企業の各人にとっての所得σ＝1，……，吻

鶏：大企業の各人が中小企業へ再就職してからの所得σ＝1，・・一，の

1：最廟限度の労働時間

想　定

　ある一つの大企業でα年勤務した後，定年退職する塀α人は，その大企業

と関係が深いある一つの中小企業へ確率9で再就職し，確率1－gでその他の

中小企業へ再就職するとしよう。そして，いずれの場合もβ年再勤務してそ

の後γ年余生を送るとする。他方，中小企業へ最初から就職する⊥（η一g竺β）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　π　　　　　　α
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れ
一人
α

』大企業

魏π「轟勤務　　鐸 ゆ
一人
α

　　　　　中小企業
へ　ヨ　　　　　　　　ロ　　　ロ　　　　
　　　q誓β人　　；β年勤務

π人

｝峠

の
q一人
　α

人）β旦
αコ

π（⊥π k；＝す駒）スニー廟霧一『

れ
9一人
　α

入め旦
αコ

（⊥勿

人はそこでπ年勤務してその後余生をr年送るとする。

　仮　定

　　　　　（1）ルfεは平均値鳥（→），分散δ睾（＝82）の正規分布に従い，各人間で独

　　立である。σ＝1，……，栩）

　②　M、は平均値μ、，分散∂2の正規分布に従い，各人間で独立である。

　　（5＝1，……，のさらに，4、については次式が成立する。

　　すなわち　⊥勇μ、＝曜．（α＞1）．

　　　　　　　ηs嘱1

　モデル

　〔A〕　健康保険を統合しない場合における大企業労働者の効用関数

　　σ・一σ・（購）・（1＋，）名。．。、）σ・璃・ち）

　　　・（1＋，）堤α一α、）幅・ラ・・）σ一1・……・の

　ただし，個人歪の大企業での消費∂¢の平均値をゑ，分散をち，再就職し

た中小企業での消費C¢の平均値を玖，分散をち，余生での消費この平均値

を瓦，分散をろとする。そして，偽は大企業で既に働いた年数を，ρは主

観的割引率を示す。
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　余生での消費は，大企業の退職金（瓦）と中小企業の退職金（弗）のみに基づ

くと仮定すると，

　　食・（1＋・）・＋瓦題（1＋｝）H（丁丁）・σ一1・一・切

　ただし，ルf¢‘は個人‘の余生第∫期の医療費を，q‘は消費を示す。γは利

子率とする。そして，老人医療費無料化に対応させて，阿戸0，さらに，C乞‘誕

q（一定）と仮定すると，

　　碓瓦｛1＋γ一（1＋り導一1・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
　ただし，瓦協馬（1＋7）β＋・磧．

　よって，

　　瓦一π・｛1＋ノー（1十7γ）嵩一㍉

　　ち＝o，

となる。

　したがって，

隅（A　A｢，偽）±（1。。）発。一。、）σ・（島・ち）＋D・　　（1）

と表わすことができる。ただし，D、は一定。さらに，塩，ちについては次の

　　　　　　　　　
ように示される。

　　　　　　　　　の　　　　
　　璃一面一翠〕一・〔《σ一画）｝÷鶏咽

　　　＝の盛τ一の51（ρ一μ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

8）ただし，以下では事業主負担は捨象されているカらそうしない場合でも同様の考察

　を行なうことができる。また，本章では，標準報酬月額に対応する概念をどのように

　定義するかについて問題が残るので，ここでは第1次接近として保険料は均等割であ

　ると考える。
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ち』・・（め…K・＋⊥＋2の、κ⊥　　　　η　　　　　　　η2）・　　　　　（・）

同様に

　　E』＝の‘」一のご1（6ρ一αρ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　（ただし，域は再就職したときの医療費の平均値，6＞1）

　　ち一・・（6霧κ・＋■＋2の、κ⊥　　　　η　　　　　　　η）・　　　　　（・）

　したがって，（1），（2），（3），（4），（5）から，

σ・一
�鼡{一ρ…（の、κ・＋⊥＋2の、κ⊥　　　η　　　　　η3））・歯

　　…＠r一締一ψ・∂2（・署κ2＋÷・…κ÷））＋D・・　（・）

　〔B〕　健康保険を統合した場合における大企業労働者の効用関数

σ・一σ・（喰，噴）・論ひ・（卿ク・）・（1舞器皇。、）

　　●こ1名（君言，レ「δ）十1）z．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（7）

　（ただし，添字のρは健康保険を統合した場合を示す。）さらに，

　　　　　　　　の　　　　　　り
蘭〔唯一塾響μ〕一《z一卿一η農禦　　（・）

．・ち一・・（・署紹・蒲＋・《κ≠，），　　　（・）

　　　　　　　　の　　ハ　　　　　　　り

　　職。・〔島琴欝三門〕．一蒔晒ρ一際響　　（1・）

　　Pジ「一δ2（〔董）釜」Kr2一＋・　η～：玉＝η　　＋2の¢1（　η311＝η　 ），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

となる。したがって，（4），（5），（7），（8），（9），（10），（1．1）から

画＠一・齢窯響・聯・＋蒲＋…κ熊））
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　　　＋歯ひ・＠一輪一極禦…（・艶轟π

　　　＋・・艦。））＋（　　（1－9）β1十ρ）（α一α¢）σ・（（碗・κ卿…（の・κ・

　　　＋÷＋2の・κ÷））＋D・，　．　　　　　　　　（12）

が得られる。

　したがって，．健康保険を統合することによって効用水準は（6）から（12）へ

と変化することになる。

　よって，．∠び乞＞0であるための十分条件の一つとレて次式を考えることがで
きる宏

　　　η≠≧（1一σ）∂σ名

　　　　窺＋η∂珍ε

　　　　　　　　　年め・r一め諏」舞禦

・（　　　　9β1十ρ）（α一α乞）ω

ｿ’）誰〉・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　玖一磁一砺κ6μノ舞響

ただ“器〉．・，｛謬く・，1髪＜・，講。一・と仮定す・．

上式を変形すると，次式が得られる。

　　些
　　∂ゑ玖＝画σ一κ6μ）＿峨＋ηψ

聾　　　脚〉（1＋ρ）（α一α乞　　　9β）券　（13）

　　　　璃＝の乞（zrKρ）＿峨＋παμ．　　∂珍ご

　　　　　　　　　　　　　2η十η

　他方，中小企業労働者は健康保険の統合によって，常に改善されることが同

9）分散に関しては，

一”δ炎淏衰增r・・一（　9βηδ2（1＋2δκ）1＋ρ）（α一α’）＠＋η），誰〉・・

　が成立することにより，改善されることが示される。
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様にして示される。したがって，（13）式は健康保険を統合することによって，

大企業の労働者と中小企業の労働者とを共に改善するための十分条件である。

その条件について次のことが言える。

　（D　大企業と中小企業との関係が深い程，すなわち，望が大である程（13）式

　　の条件は満たされやすくなる。

　OD　中小企業に再就職する前と後との間で，健康状態における格差が大きい

　　程，すなわち6が大である程，（13）式の条件は満たされやすくなる。

　伍D大企業での賃金率（の‘）と中小企業へ再就職してからの賃金率（の‘）と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　　の間で格差が大きい程，（13）式の条件は満たされやすくなる。

　αの定年退職後，中小企業に再就職してからより長い期間働く程，すなわち

　　βが大きい程，また，既に大企業に務めた年数（α‘）が長い程，（13）式の

　　条件は満たされやすくなる。

　（V）大企業の労働者数が中小企業の労働者数に比して大きい程，すなわち，

　　π／ηが小さい程，（13）式の条件は満たされやすくなる。

§3　制度の統合と公費負担

　以上においては，健康保険の統合について考察レてきた。以下では，このモ

デルを使って国庫補助について考察しよう。国庫補助の額がどれだけであれば

最適であるとか，あるいは例えばGNPの何％以上であってはならないかは，

一般にはア・プリオリには言えないであろう。しかし，その額が大きくなるに

10）労働省が実施した昭和54年「定年到達者調査」の結果をとりまとめた高年齢者雇用

　開発協会〔7〕によると次のようになる。すなわち，定年到達時の企業規模別にみる

　と，1000人以上の企業については賃金低下の幅が大きい者の割合は高く，過半数の者

　が70％未満に低下している。また，元の会社のあっせんにより関連会社等に雇用され

　た者の91．3％が賃金低下になっている。また，定年到達後に雇用された者について，

　定年到達年度別に賃金が低下したとする者の割合をみると，昭和50年度91．0％，昭和

　53年度90．5％となっている。
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つれて，その経済学的分析がより一層重要となるであろう。

　前節においては，健康保険の赤字はない（黒字もない）という想定がなされ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ　　　ぼ　　　　　　　　　　　　　　　れ
ていた。この節では，中小企業の総医療費Σルf、のうち，σ・Σ営、（0くσく1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8富1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3昌1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　ハ　　りのみが被保険者によって負担され，残りの（1一θ）Σルf、が赤字となり，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3謂ニ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロラ
額に等しい国庫補助がなされているとしよう。したがってδが被保険者負担

率を示し，（1一θ）が国庫補助率を示すことになる。ただし，大企業の健康保険

には赤字も黒字もないと仮定する。

　いま，被保険者負担率θを高めて，国庫補助率（1一θ）を低めるという要請

がな・れているとしよう・すなわち・その低下によ・て騨葡（（レ噌

玖）を減少・せ・・とが一つの鹸的繭として与えられているとしよう．以

下で，制度の統合がなされている場合と，なされていない場合とでは，国庫補

助率の減少にともなう被保険者の効用低下にどのような差異が生じるかを考察

しょう。効用低下の少ない場合の方が被保険者にとって望ましいばかりでな

く，それだけ政策課題の達成が容易になるであろう。

　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　の
　中小企業の総医療費Σ血のうち，σΣ勲、（0〈σく1）のみがその被保険者
　　　　　　　　　　3覇1　　　　　　　　　　　　　　　　　　8瓢1

によって負担されているときで，健康保険が統合されていない場合における大

企業労働者の効用関数は，前節の（6）式と同様にして，次のように示される。

　すなわち，

隅（の、Z一の、Kρ一ρ，β・（の署κ・＋⊥＋2め，κ⊥　　　　　　　　　　　　η3　　　　　　η3））

・歳σ・（三一砺κ6μ一覗ゲ（の…紹＋2島κ互＋登　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　η　　　η））＋D・，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）

11）同質的な中小企業を仮定しているので，政府管掌健康保険全体では，

　　　戻1一汐）Σ1舜，，
　　　　　　　おコユ
　（ただし，乃は中小企業の数）だけの国庫補助がなされていることになる。また以下で

　は事務費は捨象されているので，事務費に対する国庫による負担は考えない。
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と示される。

　他方，統合されている場合における大企業労働者の効用関数は，同様にし

て，次のように示される。

咄（・・r一卿一初子ρσ，・・｛（・・κ＋。÷π）・＋鴇誓2｝）

　　　・（1＋。llα一α、）σ・（・・z一・・κ・ρノ雑ψ・

　　　　・・｛＠・κ＋。皐。）・＋牲血塗｝）

　　　＋（　　（1－9）β1十ρ）（α一α‘）ひ・（の・r一・・κ・ρ一ψ夙

　　　　瑠・＋・の、κ要＋零））＋D・．　　　　（15）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セ　
く14）式をσで偏微分することによって，次式（（16）式）が得られる。

器一（　　　　β1十ρ）（α一α‘）謡多‘・（1＋，畏。．α、）書票旨

　　　　＿＿＿二亜＿些
　　　　一（1十ρ）（α一αの　∂彦側彦‘＝の奮τ一の♂（6μ一α罐

　　　　・（　　　2β∂21十ρ）（α一α盛）。＠・κ・σ）｛幾‘く・・　　　（16）

同様に，（15）式をσで偏微分することによって，次式（（17）式）が得られ
る鷺）

帯一一藷誰晒・一卿一戦ρσ

12）前節と同様に，

　　釜＞0・｛咳く0・「罪く0・∂欝7－0・

を仮定し，ここではさらに｛黎一・を仮定する・

13）｛雛一・が仮定されてい・・ただし・・器く・であ・・
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　　　一（1＋、）（望髪）（二型．畝τ一高ノ鰐・〃

　　　　．」ユニ魍＿∂仏　　　　　　　　2顧δ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σε
　　　一（1＋ρ）（α一α、）∂爾、噸τ一の、κうか・ρσ＋＠＋・）・砿

　　　・論｛2概論＋（謬。ア携葦謬｝ゲ誰

　　　＋（　　2（1－9）β1十ρ）（α一αε），（麟σ鴎￥1〈・・　　　（17）

　したがって，（16）式と（17）式とから，被保険者負担率σを高めて，国庫

補助率を低下させるならば，制度の統合がなされている場合でも，なされてい

ない場合でも，大企業労働者の効用は低下することになる。こめことは，中小

企業の労働者についても，同様にして示すことができる。それでは，いずれの

場合の方が，効用の低下がより少ないであろうか。効用の低下が少ないという

ことは，被保険者にとって望ましいばかりでなく，それだけ政策的課題の達成

が容易となるであろう。

　（16）式と（17）．式とから，前節と同様にして，制度の統合がなされている場

合に効用の低下がより少ないための十分条件として，次式（（18）式，（19）式）

　　　　　　　　　　ユの
を考えることができる。

舞茸1：灘1鐸尋讐誓◎．

　　　（　　　　9β1十ρ）（α一α¢）号（号・・）〉∂・　　　　（19！．

　（18）式に関しては，ηβρがηαρσ．と．なっている以外は，前節の（13）式と同

じであるから，この式についての検討は省略する罰（19）式に関しては，σが

14）ただし，ここではさらに，加μ〉βを仮定する。

15）（13）式について検討した6（i），αD，㈱，⑤の，（ののそれぞれが（18）式についても

　言える。
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1より小であるから，（19）式の左辺が1より大になるときには，（19）式が常

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
に成立することになる。そして，そのようになる蓋然性が高まる場合には，

（18）式が成立する蓋然性も同時に高められることになる。他方，中小企業労

働者については，統合されている場合の方が，常に効用の低下はより少ないこ

　　　　　　　　　　　　　の
とが同様にして示される。

§4　結 び

　以上において，医療保険における国庫補助の問題について制度の統合という

立場から考察を重ねた。一つの政策的課題として国庫補助率の低下が与えら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユの
れたときに，その低下にともなう被保険者の効用減少が，一定の条件の下では

統合によって和らげられることが導かれた。このことは，被保険者にとって望

ましいだけではなく，それだけその政策的課題の達成が容易になるであろう。

しかし，統合の結果，被保険者の属する集団が変化することによって，被保険

者の行動も変化し，その結果以前より高い医療費が各人に生じるならば，この

統合を実行に移すことは一層困難になるであろう。このような効果を少なくす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユの
る一つの方法としては償還制が考えられるであろう。ところで，本章での考察

においては，確率変数としての医療費の確率密度関数は外生的に与えられてい

る。しかし，一般的には，この確率密度関数は外生的に与えられるのではな

16）注1）の（i）～60のうちで，（i｝，⑤の，㈱の場合に，（19）式が成立する蓋然性が高

　められる。

17）ただし，統合されているか否かにかかわらず，中小企業労働程の効用が国庫補助率

　の低下と共に減少することは，大企業労働者の場合と同様にして示すことができる。

18）ただし，医療保険における国庫補助率の低下によって，医療供給体制の整備拡充等

　へ財政資金をむけることが可能になれば，被保険者の効用はその分増加し，ネットの

　効用変化はむしろ正になるかもしれない。しかし，国庫補助率の低下にともなう被保

　険者の効用減少は少ないほうが望ましいことは言うまでもない。

19）償還制については大野教授〔11〕によって詳しく論じられている。
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く，健康管理・健康増進あるいは予防医療サービスに対する支出に依存するも

のと思われる。すなわち，一般に，健康管理・健康増進あるいは予防医療サー

ビスに．対する各人の支出水準が高まれば高まるほど，医療費の期待値は減少す

るであろう。ところで，予防医療サービスに対する支出の効果が長い期間を経

過してはじめて表われるような場合には次のような問題点が指摘されている

「・・・・…　保険制度が群立し，被保険者が就業形態や職場の移動によって制度

の間を移動するようなときには，むしろ予防給付の導入には消極的になる。な

ぜならば，自分の保険による予防給付の効果が他の保険に漏出し，当該保険者

の利益にならないからである。（地主教授〔5〕P．79）」しかし，病気になってか

ら疾病給付するよりも，予防医療サービスを給付する方が効率的な場合には，

医療保険が予防医療サービスの給付も行なうことが望ましいであろう。した

がって，予防給付のための負担をしているにもかかわらず，その結果（医療費

の期待値の減少）が他の制度に漏出するといった状態が生じないようにするた

めにも，制度の統合は重要になるであろう。なお，老人保険医療制度等につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　の
ての明確な考察は今後の課題である。

付論　日本の医療制度

§1　制度の歩み

森・川添氏〔9〕によって，日本の医療制度の歩みが分析されている。それ

にしたがえば，戦後のわが国の医療制度の歩みは次の3つの時期に区分され

る。すなわち，

　1）戦後昭和30年頃までの新制度の確立期

20）以下の付論においては，日本の医療制度について若干の考察をする。

〔補注〕本章は大阪府立大学経済研究第26巻第2号に掲載したものに加筆したものであ

　　　る。
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　2）それ以後40年代の後半に至る制度の充実整備期

　3）石油危機以後50年代に入ってからの制度の調整期

に区分される。森・川添氏〔9〕による所論にしたがえば，上述の1）の時期

は，医師法・歯科医師法・保健婦助産婦看護婦法・歯科衛生士法・診療エック

ス線技師法などの身分法や医療法が制定され，旧来の体制が再編成されていっ

た時期であった。2）の時期には，経済成長を背景として国民皆保険が発足し

た。さらに，この充実整備期には医療需要の拡大に伴って，医師・歯科医師等

の医療関係者を養成するための方策が進められた。3）の時期には，へき地医療

などに見られるような地域間格差や医療需要の高度化・多様化に対応した総合

的・体系的な体制整備が要請されている。ただし，わが国全体でみるかぎり，

医療施設も医療関除者も改善充実がなされている。

§2公的医療保険

　上述したように2）の時期に国民皆保険が発足（昭和36年）したが，この発

足以来，組合管掌健康保険・政府管掌健康保険等の諸制度が公的医療保険とし

て運営されている。これらの制度については，以下の表1に示されるように谷

山教授〔12〕により適切に整理されている。（ただし，組合数・対象人員数に

ついては，昭和52年3月末現在から昭和54年3月末現在の値に，健康保険組合

連合会〔6〕を参照することによって変更した。）

　公的医療保険は表1に示されるように，地域健康保険（＝国民健康保険）と

職域健康保険に大別され，後者はさらに（1）健康保険，②日雇労働者健康保険，

（3）船員保険，（4｝各種共済組合に区別される。さらに，健康保険は①組合管掌健

康保険と②政府管掌健康保険に区別され，共済組合は⑤国家公務員共済組合，

⑥地方公務員等共済組合，⑦公共企業体職員等共済組合，⑧私立学校教職員組

合に区別される。

　このように，日本の公的医療保険は分立した各種の医療保険制度のもとで運
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　　　　　　　　表　1

一臓酬囎纒簿騰二合〕
　　　　　　　　　（2971万人），〔政府〕

一②③日雇労働者健康保険（56万人），〔政府〕

一（3｝④船員保険（68万人），〔政府〕

　　　　　　　　一⑤国家公務員共済組合　㍉
　　　　　　　　　　　（308万人）
　　　　　　　　一⑥地方公務員等共済組合
一（4）共済組合一　　　（670万人）
　　　〔共済組合〕一⑦公共企業体職員等共済組合
　　　　　　　　　　　（215万人）
　　　　　　　　一⑧私立学校教職員組合
　　　　　　　　　　　（56万人）

険一⑤⑨国民健康保険（4，451万人）
　　　　　〔市町村，国民健康保険組合〕

（注）（1）〔・〕は保険者（経営主体），②数字は保険給付対象人員数

（昭和54年3月末現在）

営されている。その運営に必要な健康保険関係者の事務サービスに用する費用

は，健康保険（政府管掌，緯合管掌）1・日雇労働者健康保険・船員保険、・国家公

務員共済組合・国民健康保険の場合には，薗庫が全額負担することいになって

る。また，私立学校教職員共済組合の場合には一部が国庫負担となっている

（表2を参照）。したがって，制度の統合を通じて事業主体を統合することに

よって，医療保険制度の運営が効率的になるならば，事務サービスに用する費

用が減少し，事務費に対する国庫負担を減少させることができよう。あるいは

それだけ保険給付に対する国庫補助を増加することができるであろう。

　その他の公的医療保険制度における国庫負担としては，老人医療費支給制度

に対する国庫負担がある。厚生省〔8〕によると昭和55年度における対象人員

は580万8，000人で，これに要する国庫負担は2ゴ905億4，000万円と見込まれて

いる。この老人医療費支給制度は昭和48年から実施されている。この制度の導

入に伴なう受療率の変化ぽ西村助教授〔10〕によって分析されている。すなわ

ち，年次推移で受療率が，70齢以上の年齢階級では老人医療無料化制度の実施
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表　2
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調
金
他

面
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費
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付
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事務費 1全副全訓全訓全倒な司なし1一部降額
資料：健康保険給合連合会編〔6〕，昭和54年3月末現在

と時を岡じくして大きく上昇しているにもかかわらず，他の年齢階級では年次

推移で受療率が横ばいであることが示されている。さらに，年齢階級別の1人

当たりの医療費の推移についても，国民健康保険被保険者，政府管掌健康保険

被扶養者のいずれも70齢以上の年齢階級で，急激な上昇をしていることが示さ

れている。なお，老人医療費支給制度においては所得制限が設けられてい

る。
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第6章　医療保険と公的扶助

§1　序

　前章において医療保険に対する国庫負担がきわめて大きいことが示された

が，医療保険に対する国庫負担以外にも，．生活保護法による医療扶助町営の医

　　　　　　　　　ユラ
療費公費負担がある。生活保護は，生活・医療・教育・住宅等の7種目扶助に

分かれ，必要に応じ1種または2種以上の扶助が支給されている。

　厚生省〔5〕によると，昭和54年度中に保護を開始した世帯は19万世帯，人

員にして38万8，000人であり，そのうち傷病を理由とするものが70．2％を占め

ていて貧困と疾病との間の強い相関がうかがわれる。したがって，医療保険政

策と生活保護とを併せ考えるのが適切であると考えられる。

　本章では，医療費の一定率が給付されるような保険政策を考える。自己負担

率をβ，（0＜β≦1），保険給付率を1一βとする。医療費の自己負担分，労

働時間の減少による収入減のために貧困に陥り自分の力では健康で文化的な最

低限の生活を維持できない場合には，生活保護が受けられるとする。上述の7

種の扶助のうち，以下では生活と医療の両扶助を取り扱う。

　ところで，以上のようなフレーム・ワークの下で，奥野・渡辺〔7〕におい

てはすでに各人の期待効用の総和を最大化するような最適保険政策について考

察がされている。したがって，以下では，被保護者（生活保護の）の期待人

数・生活保護に対する期待支出のそれぞれを最小化するような最適保険政策に

ついて考察する。

§2　消費者行動

個人（のの効用は，消費（6∂　と余暇時間（のとに依存するとし，各人の

1）藤田教授〔3〕において，生活保護法による医療扶助費と老人福祉費中の老人医療

　費との合計が，約8，000億に達することが示されている。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　消費者行動　U1

効用関数を次のように定義する6

　　　　ぴ（‘竃，の．∫嵩1，…η　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　効用関数について，、

　　μ多＞0，σ3」＜0，σ3急＞0（ブヰ・の，ひ多，σ旨々一こ1張＞0（ブ，たコ臼，’¢）を仮定

する。端点解を排除するために，％，’εに関する無差別曲線は両軸（‘舳，’乞

軸）と交わらないとする。、

　余暇時間を健康的に活動できる時間（1‘）のうち，労働（りに使われない時

間と定義する。したがって，、も＝2しらである。労働供給に関して，制約条件式

　　　　ろ≒い一1・…・・　　　　、、　　、（1）

を考える。

　健康的に活動できる時間は病気の程度とそのときに受ける医療サービスとに

依存し，病気の程度（病気の重さ）は1つの指標概で計られるものとする。

ただし，κδ≧0で，大きいκzほど重い病気をあらわすと考える。受ける医療

サービスの量は1つの変数概（猟1，…のであらわされるとする。したがっ

　　　　　　　　　　　　　　ハて，健康的に活動できる時間σのは両者の関数として，

　　　　2』2・（・、，・、），出1，…，擁

とあらわされる。ここに，

　　　熱く・，妥〉・・裂く・

　　　　う
である。

　各κεに対して，医師が望ましいと考える医療サービス（亀（κδ））があって，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きう
各人はそれを上限として医療サービスの需要量を決定するものとする。

　したがって，

　　　　z乞≦倉z（κ∂，ピ＝1，…，η　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

2）ただし，κ＞0のときである。

3）医師による過剰診療はないものとする。Arrow〔1〕第9章を参照。
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である。一般に，全‘は各個人によって異なっている。亀について，

　　　　驚〉・・

と仮定する。

　各人の所得は労働所得とそれ以外の所得とから成っているとする。労働の賃

金率をωとすると，労働所得はωらである。その他の所得をノ‘であらわす

と，所得はωら＋みとなる。他方，支出は消費と保険料の支払いおよび医療費

の自己負担分である。

　いま，碗の医療サービスを受けたときの医療費をγ為，自己負担率をβ，

（0＜β≦1）とすると，医療費の自己負担額はβ7z乞となる。ただし，γは正の

定数である。保険料の支払い額をαとすると，各人の予算制約式は，

　　　　‘ε＝ノ¢＋ω’f一α一βγz‘，歪＝1，…，π　　　　　　　　　　　　　　（4）

となる。

　いま，κ乞が十分小さい水準に与えられたとしょう。各人は，慨，α，β，ω

を所与とし，（2），（3），（4）の制約条件式の下で効用関数を最大にするよう

に労働供給量（」‘）と医療サービスの需要量（Z‘）とを決定するとする。

　ラグランジュ関数を，

　　　　　　　　　　　　　　　　み　　　　五＝伊Qご＋妬一α一βγz乞，」¢一’の

　　　　　　　　ゐ　　　　　　十δ（」‘一ら）十ρ（亀一zの，

とすると，（ただしδ，ρはラグランジュ乗数）均衡条件式は，

書幅・＋・蓼≦・・’学≧・・酵一新一・・

　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　ハ

療一一・び≦＋び監・・釜一・誉≦…ず≧い激一・・

審一2轡≧…豪≧…警一器一・・

嘉一・・一・穿≧…ず≧…労謬劣一・・

（5）

（6）

（7）

（8）



　　　　び（‘，JZ（κわ£盛（κの）），

である。あるκに対して，生活保護を受けない場合の効用水準は，

　　　　　　　ム　　　　ぴ（‘番，」ご（κ乞，zま）一」ず），

であるから，そのκに対して，

　　　　ぴ（‘，2乞（暢，£z（κ¢）））〉ぴ（6ず，2』（κ五，z穿）一‘ず），
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バとなる。仮定により，端点解は排除されているから，消費者の均衡点で，1し

踏＞0，したがって，δま舗0である。

　生活保護の基準となる消費水準を望とすると，0＊≦‘であれば，その差額だ

け保護される。生活保護を受けている家計に対しては，医療費の自己負担はな

　　　　　　　　　　　　　　　　の
く生活保護費から支払われるとする。また，そのときの治療は医師の指示する

水準にあるものとする。ある家計が生活保護を受けた場合に達成可能な最大の

効用は，

　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

（10）

（11）

であれば，この個人は生活保護を受ける方を選択する。（9）と（10）とをちょ

うど等しくするような編の水準を鞠と定義する。すなわち，生活保護を受

けるか，受けないかが無差別になるような病気の程度である。義は一般に各

個人によって異なっている。

　以下の議論を簡単にするために，亙は十分小さく，したがって義は十分に

大きくて（病気は重く），乾より小さい餓の近傍（κ溢ざ∂では，各個人は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
医師の指示に従って治療を受けているとする。また同じ近傍で，労働供給はゼ

　　　　　　　　　　の
ロとなっているとする。したがって，κ6が亀の近傍（κ6≦ざ∂にあるとき

4）ただし，生活保護を受けている家計も治療費の自己負担分をいったん支払うが，そ

　の額だけ多く生活保護費が支払われると考えておく。このように想定しても，質的な

　差異はない。

5）叢より小さい飾の近傍で，z聴く餌であるとすると，κ之箏に対してはzF全‘であ

　るから，κ’還’で各個人の需要する医療サービスの量が不連続になる可能性がある。

6）もし，そうでないとすると，κF璽で労働供給が不連続的にゼロとなる可能性があ

　り，消費‘’がその点で不連続となる可能性がある。
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　　　　　　　　　　　　ハには，Z7＝亀でかう踏＝」名くんz，£‘（κ‘））である。』消費者の均衡条件は，

κK雀fに対しては，（5），（6），（7），（8）であらわされ，κε≧乾に対して

は面一、，ら一1・（・。£、（・、））であらわされる賑た丁丁にと。て，磁

確率変数であるとし，その密度関数を一般にゐ（κ‘）とあらわす。すなわち，

　　　　∫ン（・・）4・・一1・ゐω≧・ゴー1・…・・

である。

§3　生活保護に対する期待支出

労働供給（」わと医療サービスに対する雪要（Z＊）はん名について連続であ

ると仮定する。保険管理者の保険金支払い総額の期待値は，

　　　　￥∫『（1一β）・・撚・

　　のである。他方，総保険料収入は，

　　　　αη，

である。ここに，πは消費者の総数をあらわす。いま，総保険料が保険金支払

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
い総額の期待値に等しいという「公正な保険」を仮定すると，保険に関する予

算制約式は，

　　　　・・一￥∫『（レβ）・噸・…　　　　　（12）

となる。

　社会的目的関数として，（i）生活保護のための期待支出の総額，（ii）被保護者

の総期待人数を考える6

　生活保護のための支出の期待値の総額は，

7）厚生省大臣官房統計情報部〔6〕によると，生活保護世帯のうち，世帯主および世

　帯員が共に労働に従事していない比率は，昭和51年度で約78％である。

8）zずはηについて積分可能とする。

9）「公正な保険」については，Bebker〔2〕を参照。
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　　　　￥∫；（・一・猟4煽　　　　　　　　　　（13）

　　　　の
である。ただし，穐≧靴に関して，踏＝み一α一βγ亀である。

　公正な保険の導入が，（13）の目的関数にどのような影響を与えるかを以下

でまず検討しよう。（13）式をβで微分する．ことによって次式がえられる。

謬∫；¢一輪．早｛∫二ゐ略・∫茎，柵伽｝・11・）

（12）式より

　　、。∫孝∫『・・豪軌

　　万『　・　’　　　　　　　　　（15）
　　　　β漏1　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　ω需0
　　　　　ユつ
がえられる。したがって，（14），（15）より次式がえられる。

響∫；璽）偽一郭∫；伽二＃∫r綱餌116）

　　　　　　　　　　　　島＝1

10）摩はκ‘について積分可能とする。

11）（12）式より・〔・一 ﾊ1『（1一β）・・魏・’〕…〔写1『｛一・・｝・（1一β）・・呑｝偽〕・β

　錦0，がえられる。ところで，ρ＞0のときには，罐＝を‘となり，罐躍0，ρ躍0の
ときには・・／・暑・なり譜・とな多・（ただ・，・卜・のときには・’甑の

近傍にありんたが・費三つまり翻とな・ている・ま熔一・・釜

く・のとき略・が嚇的に変化しても髪は負にとどまるから・．一日…

　とどまり，z浅＝0となる。）医療費が所得水準（α，ア’）に依存しないというのは，こ

　のモデルからえられる一つの帰結である。しかしながら，いわゆる差額ベッド料など

　の保険外診療は，所得と正の相関関係があると思われる。この塘＝0，とβ＝1，を

　上記の式に代入することによって，

亘』寧1『・翻ゴ・・

　4ββ隅1　　π　　　，
　　　ω■0

がえられる。ここに，βエ1（したがってαコ0）は保険のないときに対応している。
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　さきに仮定したように，£¢（κのは晦の増加関数であるから，次の不等式が

えられる。

￥∫茎｛…（・・）「÷￥∫r・・瓢…｝偽

〉戒｛γ亀㈲一÷写∫『γ・密ゐ4・・｝偽・

したがって，個人歪の穐謹義における医療費（γ2‘（雀‘））が期待医療費の平

　　　　些ゴ　　　　　　　＞0．
　　4β　　　　　　　β唱1
　　　　　　　　　　　ω冒0

がえられる。したがって，公正な保険を導入することによって，生活保護に対

する期待支出の総額を減少させることができる。

　（12）の制約条件式のもとで，（13）式をα，βに関して最小化するために，

ラグランジュ関数を，

均（÷￥∫『・轍・・のよりも大き・・場合には・

　　4￥∫．．（・一・猟ぬ・

　ノ＝
　　　　　　一多
し，λはラグランジュ乗数とする。

一階の条件式は次のように示される。

　　嘉一￥∫；∂（明転朔・λ・一・・

苧∫；，（・一・挙）μ・・＋・｛・・一￥∫1（1一ρ）・・撚｝・

　　∂λ

ただし，前述したように，￥（‘一跨）器ゐω

　　　　　　　　　　　　　　　∫∫＝些‘

一二（・一・営騰礁）一・・とな・て・…

　　　　　　∬，＝義

とする。ただ

器一￥∫；∂（‘一6ま∂β）仙一・早∫『∂〔（1i多）γz7〕一一・・

童一α・一￥∫『（1一β）・・漁一・・

（17）

（18）

（19）



二階の条件

　　　　　み、

　D＝　　ノ2、

　　　　　ノ3、

12

ﾜ
輿

ノ
ノ
ノ

∫13

／23

0』

＜0，

3　生活保護に対する期待支出　117

（20）

は満た・れると仮定す・・ただし・ノ・一舞・ん一、篇！炉、篇等と

する。

　（4）式から

　　釜一一1・三差一一・範≧鞠）

がえられる。したがって，一階の条件式は次のように変形される。

　　早∫ン婦λぞ一・，

￥∫；・勧姻￥∫r｛幽1一β）、垂垂）｝緋・，

　　・・一￥∫『（レβ）・・撚一・，

（21），（22）式から，最適保険給付率が次のように示される。

1一β＝　一・

￥∫；、γ晶4・・

　　　　　　　÷写∫『・・漁
￥∫二一

朔蕗
＊
6
β
．

μ
一

∂
－
　
（

　
∂

。9

@
0

～Σ虚⊥
η

この最適保険給付率について検討しょう。

　　　　　　バ瑞およびゐを次のように定義する。

・・一 轣Gμ・議為（・幽）・一1・…，・・

（21）

（22）

（23）

（24）

したがって，罵は個人‘が生活保護を受ける確率を示し，ゐは生活保護を受

けるという条件付の確率密度関数である。

　これらを使って，（24）式の分子の第1項は次のように変形される。
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　　￥瓦∫；・靹

　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
　　　　￥F、

ここに，∫乱・・晶は蠕保護の下での個人の鵬医麟であ・・したが・

て，（25）式はFδでウェイトづけしたそれらの加重平均である。他方，（24）

式の分子の第2項は個人の；期待医療費の単純平均である。よって，これら二つ

の項の差が大きければ大きい程，最適保険給付率は高くなる。また，（24）式

の分母は，∂γz7／∂（1一β）の期待値の単純平均であるから，医療サービスの

需要が保険給付率に反応的であればある程，最適保険絵付率は低くなる。最適

保険料は，（19）式より，最適保険給付率に個人の期待医療費の単純平均を掛

けることによってえられる。

　以下では，生活保護基準（のの変化が，最適保険給付率（1一β），（あるいは最適

自己負担率（β）），と最適保険料（α）にどのような影響を与えるかを検討しよう。

　一階の条件を‘で微分することによって，次式がえられる。

〔lii　li　l：：難一1〕・

ただし，・1一一 r㈲警…一一聯（些f）∫㊨普であ・・

誓について解くと，次式がえられ・・

（26）

　誓一魔軍コ〔／¢価）祭π｛7亀（義）一÷苓】∫『〔γz学＋（1一β）∂ξ㍉讐募）〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・偽｝ユ

（21），（22），（25）の各式を使って，この式は次のように変形される。

讐一芳写〔礁）祭・｛離）一幾会勢｝｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　匪
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戴く♂1）であり，また（・・）式からD＜・，であ・から，

蘭）（＜
j￥名’ ﾛ磨晦，域…

　　　　　　　　　茜

が満たされる場合には，

　　誓（≦）・，

がえられる。

（27）

（28）

　（27）の不等式の左辺は，κご＝腕における個人の医療費である。右辺は，前

述したように，生活保護の下での期待医療費の加重平均である。とこうで，仮

定により，亀は鞠の増加関数であり，7＞0であるから，

　　　　κ6＞鞠に対して，

　　　　γゑ乞（乾）＜γε各　，

である。したがって，

　　　　陥）＜∫夏離い一1，…，・　　　（・9）

となる。すなわち，各個人について生活保護の下で受ける医療サービスの期待

医療費は，κ‘＝軌における医療費よりも大きい。したがって，（29）の不等式

の右辺で示される生活保護の下での医療費の期待値に，各人間で大きな差がな

いか，あるいは生活保護の下で受ける医療費がκの十分に大きな増加関数で，

その期待値がγ亀儀）に比較して十分に大きければ，条件（27）は満たされ

12）び（・含’（・…））一び（・到含・（…許）蹴・たが・て筆、，訪，，＜・・（た

　だし，0＜β≦1，γ＞0，∂念f／∂節＞0），同様にして，

　童L　　－1　　∠塗し＿ニエ狸
　∂α　βγ∂象ゴ／∂㌫’∂β　βγ∂唐f／∂些r’

　となる。
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・・勧・一ｾは一器と逆符号をとるから？’条件（27）が激される場合に

髪（≧）・，、とな・・

　　　　　　　　　　§4　被保護者の期待人数

　本節では，生活保護に対する期待支出ではなくて，被保護者の期待入数を，

社会的目的関数として考える。

　被保護者の期待人数は

　　　　￥∫ン（・・）…，　　　　　　（・・）

と示される。公正な保険の導入が，（30）の目的関数にどのような影響を与える

かを以下でまず検討しよう。（30）式をβで微分することによって，

‘翠∫響）転罰俵）京物撫）器・（31）

がえられる。（12）式より，先と同様に

　　亘一早∫『・・撚

　　4β　＝　　　　π　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）

　　　　£：ろ

がえられる。（31），（32）の各式から，

13）（26）式より，

ノ・・警・ノ・・一誰・，がえられる．と・ろで，ゐF・〉・，（ただし，注の1・）

より・湾一・）」32一割『｛一・串（1一β）・・芦｝仙・となる・他方，・〉ら・＜β

≦1・，8彗、）r論〉・，（・一・》（ただ・瀞・，・＊一・のとき・・ついては

　　　　　　　　ω碑
　10）参照），∂ぜ／∂（1一β）皿0，（ρ＞0）である。また，∂念‘／∂（1一β）＝0，（κr≧ざ‘）

　である。したがって，ノ32＞0となる。したがって，

　　驚／一器一熱く…なり・餐・誓・は逆符号にな・・
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　　薯∫ンω硬筆（乾）器卸∫r燃罰儀）券（33）

　　　　　　　　　　禽：乙

がえられる。また，

　　　∂些多　　　　一1　　　　∂ざ‘＿＿　γを¢（κ．曽pz）

　　　　　　　　　ウ　　　　　　　　
　　　∂α一β・募∂ββ・募’

　　　　　コの
であるから，（33）式は次のように変形される。

謬∫轟ゴ〔∫魁）禧獅）一÷写∫藷副｝

　　　　　　　　　　ω翼0

鶉絵〉・であ・・したが・て・先と同様に・イ酬の械におけ・

医療費（鋼）・糊待医顯の平均（÷￥∫r・嶽晦）よりも大きい場合

には，

　　4写∫島ゐω嘱

　　　　　　　　　＞0，
　　4β
　　　　　　　　　謁

となる。したがって，公正な保険を導入するこζによって，被保護者の期待人

数を減少させることができる。

　（30）式で示される被保護者の期待人数を，（12）式で示される制約条件式の

下で，α，βに関して最小化するために，ラグランジュ関数を，

　　　　K一￥∫皐（・の卿｛・・一写∫『（1一β）・・撚｝，・

とする。ただし，μはうグランヅユ乗数とする。

　一階の条件式は次のように示される。

　　器一一写網引＋μ一・，　　　　　（・4）

14）注の12）を参照。、
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器一一￥雪曇＋・￥∫陣・（17β）轟）｝義蝋（35）

器…一早∫r（レβ）・・十一・・　　　　（36）

　二階の条件

　　　　　　κ、、　κ、2　κ、3　　　　　　　、

　　E＝　κ、、　κ，2　κ23　＜0，　　　　　　　（37）

　　　　　　κ31　　κ32　　0

は満たされうと仮定する。

ただ晒一器陥一，論辱，警護〆．等・であ・・

　また，

　　∂銑＿　　　1　　　∂ざδ・　　γゑ‘（雀盛）

　　∂αβ・募’∂β一β・藷’

であるから，一階の条件式は次のように変形される。

写網β，壽・　o・　　　（38）

写礁噤{・￥∫r｛幽’一β）・a等）｝偽一〇・（39）

　　・・一￥∫『（1一β）・・撚一・・　　．　　（・・）

　（38），（39），の各回から，最適保険給付率は次のように示される。

　　　　　　￥繋r÷￥∫r幽　　④）

　　　1＋÷写∫r轟偽　．

　（41）式と前述した（24）式との違いは，分子の第一項だけである。すなわ
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ち，（24）式におけるそれは，馬でウエイトづけされた生活保護の下での期待

医麟の腫平均であ・鳩（41）式・・おけ・それは・姻／（謝で・エ

イトづけされた，κ把輪における各人の医療費の加重平均である。その他は，

（24）式の場合と同じである。まオら最適保険料は，（40）式かうえられる。

　次に，先と同様に，生活保護基準（のの変化が，最適自己負担率（β）と最

適保険料（α）にどのような影響を与えるかを検討しよう。

　一階の条件式を‘で微分することによって次式がえられる。

　　　κ1、　κ、2　1（、3　　∂α／∂‘　　8、

　　　κ，、　κ、2　κ23　∂β／∂‘一・2　・　　　　（42）

　　　κ3、　1（32　1（33　　∂μ／∂乏　　0

　ただし，

・一一
潤o讐）餐嘉・撫）∂鍔箒、ト

・・一一渚ﾛ1禄券漁）論、｝・であ・・

誓について解くと，

誓奢・・｛離）一÷￥∫r瞬・（1一β），ぎ1等）〕魚い43）

がえられる。

　ただし，

ぜ灘i識岬（葡｝・

とする。

　（38），（39）の旧式を使って，（43）式は次のように変形される。
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　｛・｝内の第二項は，（41）式の分子の第一項と等しく，したがって，κ匿範

における個人ゴの医療費の加重平均である。他方，｛・｝内の第一項は，κ＝乾

における個人’の医療費である。したがって，｛・｝の符号は確定できない。

しかし，もしすべての個人が同質的（ident量cal）であるならば，｛・｝はゼロと

なり，

　　　　塑騙。逸し。
　　　　∂‘　　，　∂‘　　，

　　　エの
となる。

§5結 び

本章では，各人は等しい保険料を支払うと仮定されているが，このことは，

15）保険が一階の条件，（34》（35），（36）の各式を満たすときには，三の変化ととも

　　に，α，βを変化させても，目的関数の値は変わらないことが示される。同質的な個

　　人を仮定しているから，（36）式より，

　　　　α一～『（1一・）・・r偽

　　がえられる。したがって，

　　　書一一～r…＊＋（1一・），呂等）｝偽夢

　　がえられる。他方，次式が成立する。

　　　孕ωぬ．．五，）｛嘉釜・器薯・諭

　　この式に，上式を代入して，

　　　・磨）ぬ一．趣）［｛一講〔・・＊＋（1一β）焉）〕仙・嘉｝薯・劉

がえられる。また，（34），（35）の各式から，

　　　～r〔γz＊＋（1一β）諾娑あ）勝書垂ll多

がえられ…たが・ガ艶瓢であるイω←一器lr〔・・＊＋（1一β）轟〕

仙＋，藷｝がゼ・となる・
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病気になる確率の低い人から，高い人への所得の再分配を意味している。

（Arrow〔i〕p，205参照）このような保険料のかわりに，例えば，保険料を所

得の増加関数として定式化することもできるであろう。さらに，保険給付につ

いては，ある限度額以上の医療費については玉00％カバーするような形態を考

えることもできよう。（本章では，保険給付率は1一βである。）また，min－

maxの観点から最適保険政策を考えることもできるであろう。（すなわち，

min｛max〔Fl，…，　F。〕，等である。）奥野・渡辺〔7〕においては，各人の期待

効用の総和を社会的目的関数として，それを最大化する最適保険料・最適自己

負担料・最適生活保護基準（そこでは内生変数）のそれぞれが，生活保護のた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユの
めの予算額の変化に応じて，どのように変化するかが考察された。このよう

な，期待効用の総和を社会目的関数とする場合でも，mln－maxの観点から最

適保険政策を考えることもできるであろう。本章では，被保護者（生活保護）の

期待人数・生活保護のために必要とされる期待支出のそれぞれを最小化する最

適保険料・最適自己負担率が，生活保護基準（本章では外生変数）の変化に応

じて，どのように変化するかが考察された。

　　　　　　　　　　　　　　　ユわ
　ところで，この生活保護の基準については，昭和40年度（第21次改定）から

は中央社会福祉審議会生活保護専門分科会の中間報告に基づき，格差縮小方式

による基準の改善が行われている（健康保険組合連合会〔4〕）。
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　　　　　　　　　　　　　　　§ユ序

　健康保険組合連合会編〔8〕によると，例えば国民健康保険においては，1

か月当たりの自己負担金のうち3万9千円を越える額は高額療養i費として支給

されている。

　自己負担限度額についての分析はMoss三n〔4〕によってなされている。すな

わち，損害が自己負担限度額以上の場合1こは，その差額（損害額一自己負担限

度額）の全額が保険でカバーされるが，そうでない場合には，全額自己負担す

るといった保険形態のもとで，最適自己負担限度額が初期所得とどのような闘

係にあるかが分析されている。

　以下ではこのMossin〔4〕の所説を検討すると共に，若千の展開を試みる。

第2節では上越のような保険形態のもとでの最適自己負担限度額について，第

3節では所与の自己負担限度額の下での最適自己防御支出について考察する。

さらに，第4節では，最適保険料・最適保険給付率・最適自己負担限度額につ

いて考察する。

　　　　　　　　　　§2　最：適自己負担限度額

　2－1最適自己負担限度額の決定

　各人は期待効用を最大化するとしよう。効用関数（ひ）

おく。

　　　　σ菖σ（の，

　　　砕雅〉・，

　　　誰く・・

について次の仮定を

（1）

（2）

（3）
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ここで，躍は所得水準を示す。さらに，各人には保険料関数R（D）が与えられ

ているとする。．保険料Rを支払えば，もし，損害額（L）が自己負担限度額

（ρ）以上の場合はその差額（L－D）が支給され，そうでない場合は全額自己

　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　
負担するものとしよう。ただし，R（D）については次式を仮定する。

　　　　藷≡R・＜・・　　　　　　　　　　　（4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
また，一定額（のより大きい損害額は発生しないとする。鳶回保険事故が生

　　　　　　　　　　　　　　　　　の
じる確率をP訳0≦κ≦π，P南≧0，ΣP南＝1）とすると，ん回保険事故が生じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　盈■0
るという条件の下での期待効用（o濫く1）））を用いて，任意のDに対する期待効

用は次のように示される。

　　　　　　　　　り　　　　Eσ（D）＝ΣPたσ為（D）．

　　　　　　　　々廓0

以下では，Gould〔3〕にしたがって，2回以上の保険事故は生じないと仮定
　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め

する。したがって，P髭＝0（鳶＝2，…η）となる。

　ノ（L）を確率密度関数とすると，σ1（D）は次のように表わされる。

・・（D）一∫シ（・）ひ（・一・一R（D））・・＋∫1／（・）ひ（・一P一・（D））4ム

ただし，

　　／（L）≧・，（・≦・≦・），∫ン（・）・・一1，

1）Mossin〔4〕は保険料関数を次のように特定している。

　　　R（D）＝（1＋λ）E　　ただし，Eは保険支払い額の期待値を示す。

2）Pashig三an，　Schkade　and　Menefee〔5〕，　Gould〔3〕においては，この7は保険

　の対象とされたものの価値（the　value　of　the　insured　item）とされている。しかし，

　γエ。。としても（M◎ssin〔4〕はそのように仮定している）初期所得に関する比較静

　学の結果は変らない。

3）ただし，Gould〔3〕においては，初期所得効果その他の比較静学分析はなされてい

　ない。

4）Mossin〔4〕においては，　P々＝0（ん＝2，……η）かつ，　Po一〇．したがって，　P1篇1

　が仮定される。



　　Eσ（o）一P・σ（距R（D））＋P1｛∫

　　　　　＋∫ノ（L）びω一D－R（D））4五・

　各人は，（5）式を最大化するように1）を選ぶことになる。．

　一階の最適条件式は次のように示される。

　　4鍔（DL脇研（・一・）一・栖∫シ（・）ぴ（・一ト・）既

　　　　　　　＋（1十Ro）ぴ（ルD－R）声ト。・

ただ・肩ノ（・）…

　二階の条件は次式で与えられる。

　　H－4謬（DLP。ゲ（滋一R（D））Rあ一た。。P。び（浸一R（D））

　　　・・1｛∫シ（・）叩一レ・（D））（・。凱一∫1

　　　イ（D）ぴ（んD－R（D））R・＋∫1

　　　一∫1／（L）ぴ（4－D－R（D））R・・4L

　　　＋∫（D）ぴ（んD峨（D））（1＋R・）｝く。・

この（7）式は，

㌔≧d紹・・尋・

　2－2　初期所得の変化

ように変化するかを考察しよう。
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である。また，遵は初期所得とする。

　したがって，期得効用は次のように表わされる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　／（L）σ（遜一L－1～（1）））4L

　　　　　　　　　　　　　　　　　　O
　　　　　　　y

（5）

（6）

　　　　／（L）ぴ（・4－L－R（D））Rρ04五

／（五）σ”（浸一1）一R（D））（1十Ro）24ム

（7）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

を仮定すれば満たされること炉確かめられる。以下（8）式を仮定する。

　以下では初期所得（のが変化したときに最適自己負担限度額（D）．がどの
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　（6）式を微分することによって，次式が得られ．る．b、・・．．

　　四一渉｛・・P・酬（・一・）・♪・・ゐ∫シ◎酬（漣一・二・）4ム

　　　　＋・、（1＋盆。畑一D一略：「　　　．（・）

　絶対的危険回避度（absolute　risk　aversion）を，　Pratt〔6〕にしたがって次

のように定義するb・

　　瓦（の一一溌総　　　　　　　　　昌d・）

Sandmo〔7〕，　L｛ossin〔4〕と同様に，絶対的危険回避度が所得の減少関数で

あると仮定する。

　したがって，ム＜Dの場合には，

　　　　∠4－L－R＞∠4－D一」R

であるから，絶対的危険回避度減少の仮定から，

　　　　Rα（ご4一」乙一R）＜Rα（漣一D－R），　　　　　　　　　　　　　（11）

となる．。これと，（6）式とから・

　　　　1～ρP・こ／”（∠4－R）＋P扇fσ”く4二L－1～）！9乙）ゴ・L

　　　　＋P1（1十Rρ）ぴ’（4－1）一R）♪＜0，　　　　　　　　　　　（12）

　　　　　の
がえられる。

　他方，（7）式より

　　　　H＜0，

であるから，これと（12）式とから

　　霧〉・，

がえられる。すなわち，絶対的危険回避度が減少する場合には，初期所得水準

（漣）が高ければ高い．ほど，蝶適．自己負担限度額（ρ）は高くなる。また（4）

5）数学注を参照。
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式より，

　　響く・，

であるから，保険料Rについ七は初期所得水準が高ければ高いほど，その最

適値は低くなる。以上において，Mossin〔4〕と同じ結果をより一般的な仮定

のもとで導くことができた。すなわち，Mossin〔4）は最適自己負担限度額が

初期所得とどのような関係にあるかについて考察し，絶対的危険回避度が減少

する場合には，初期所得が高いほど最適自己負担限度額も高くなることを導出

した。しかし，Mossin〔4〕においては，保険事故の発生が一度である確率は

1であると仮定され，さらに，上記の結果を導くたあに，特定の保険料関数が

用いられている。そこで，本章では保険事故の発生が一度である確率はP1（0≦

P1≦1）であるとした。　P1＝1という特殊な場合が，　Mossin〔4〕の考察に対応

している。また，ここにおいては保険料関数については，それを特定化せず自

己負担限度額が高まれば高まるほど保険料の水準が低くなるということのみが

仮定されている。このような仮定のもとで，上述の結果が導びかれた。さらに

Mossin〔4〕においては絶対的危険回避度が減少する場合しか考察されていな

いが，増加する場合にも同様の考察を行なうことができる。すなわち，その場

合には，（12）の不等号の方向が反対となり，4ρ／”〈0がえられる。

　2－3　7の変化

　次に，7（漏maxi臓m　poss五ble　loss）についての比較静態分析を試みよう。

この7における変化が最適なDにどのような効果を及ぼすかをみるために，

若干の一般化をする。．すなわち，保険料Rが，Dのみならず7にも依存する

と仮定する。すなわち，より大きな損害が生じうる場合には，同じ自己負担限

度額であっても，より高い保険料が個人に課されるとしよう。したがって，

　　　　R匿1～（D，7），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

となる。ただし，
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　　画く0，1＋器≧0・器＞0・∂鍔7＝0・　　　　（14）

とする。

　したがって，期待効用は次のように表わされる。

　　Eσ（D，の一P・σ（浸一R（D・γ）＋P1｛∫シ（L・F）σ（濯一L－R（D・F））4L

　　　・∫ン（L，7）σ（・一D一・（D・の）・・｝・　　　　（・5）

（15）式から次の一階の最適条件式がえられる。

　　誓謬一一R・P。ぴ（遼一R（D，7）一P・｛1シ（L・7）σ’（浸一五一R（D・r））R・4L

　　　　・∫1／（L，のσノ（減一D－R（1），7））（1＋・・）・・｝一・・　　（16）

　ただし，二階の条件

　　倉一42E罪・のく・，　　　　　　　（17）

が満されているものとする。

　（16）式を微分することによって，次式がえられる。

　　　罪一『毎1〔R・｛R・P・ぴ’（浸一R（D・の）

　　　　　＋P・R・∫シ（L・7）σ”（」一五一R（D・7））4L

　　　　　＋Pl（1十Ro）ぴ’（4－D－R（D・7））∫1／（L・7）4弓

　　　　　＋P・｛∫1∂6警7）び（ル五一R（D・7））（一R〃）趾

　　　　　＋ll響’（∠4－D－R（1），7））（1＋R・）4L｝｝　　　　（18）

　絶対的危険回避度減少を仮定すると，

　　R・P・ぴ’（」一R（D，7））＋P・R・∫シ（五のσ”（濯一レR（1）・γ））4五

　　　　＋P・（1＋・・）σ〃（・一ρ一・（D・・））∫；／（・〃・＜・・　（19）
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がえられ・・甑（14）から…（一器）〈・・鴫≧・，・・（一器）

　　　　　　　　　＞0，（17）からHく0，である。したがって，絶対的危険回避度が減少し，

　　∂／1争7）≦・〔五く1）〕，

すなわち，D以下の損害の確率が7の増加とともに増加しない場合には，

　　罪く0，　　　　　　　　　　　　　　（20）

がえられる。つまり，保険の対象となっているものの価値が高まれば高まるほ

ど，あるいは，より大きな損害が生じうる場合には，最適自己負担限度額は小

さくなることが導かれた。逆に，絶対的危険回避度が増加し，D以下の損害の

確率が7の増加とともに減少しない場合には，最適自己負担限度額は大きく

なることが導かれる。

§3　所与の自己負担限度額の下での最適自己防御支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　事故が生じる確率を減少させるための支出すなわち自己防御への支出をrと

すると，期待効用は次のように示される。

　　Eひ（1），r）＝P。（7）ひ（・4－1～（o）一り

　　　　　・（1一・・⑦）｛∫シ（・）σ（・一・一R（D）一）・・

　　　　　・∫二／（・）σ（ルD一・（D）一・）・弓　　　　（21）

ただし

　　　　Pも（7）＞0，　P5’（γ）＞0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

と仮定する。

　所与の0，靴4の下で（21）式を7について最大化するための一階の最

適条件式は次のようになる。

6）Ehrlich，正and　Becker，（三S．〔2〕を参照。
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　　∂Eσ
　　　　　＝P6（γ）σ（∠4．一R（D）一7）一Po（7）σ’（∠4－R（1））一7）
　　∂7

　　　　　－P6（・）｛∫シ（L）σ（4－L－R（D）一．・）ゴム

　　　　　＋∫ン（五）σ（五一D－R（D）一・）4五｝

　　　　　一（1－P・（・））｛∫シ（L）改濯一L－R（D）一・）げし

　　　　　＋∫1／（ム）ぴ（」一〇一R（D）一・）4ム｝一〇・

二階の条件が満たされると仮定すると，次の（24）式がえられる。

　　　∂2Eひ
E≡
　　　∂r2

（23）

＝P6’ひ（憾一R（D）一γ）一P6σ’（」一R（D）一r）一P6σ’（濯一R（D）一r）

＋P。（・）ぴ’（∠一R（D）一・）一P6’（・）｛∫シ（ム）ひ（漣一L－R（D）一・）4L

＋∫；／（ム）び（∠一D－R（D）一・）4L｝

＋・P6（・）｛∫シ（・）叩一・一R（D）一・）・五

＋∫1プ（L）ひ’（ルD－R（D）一・）4弓

＋（1－P・（・））｛∫詠L）び’ω一ムーR（D）一・）4L

　　　＋∫1／（L）ぴ’（浸一D－R（D）一・）4五｝＜o・

（23）式を微分することによって，次式がえられる。

轟一一去〔P6（・）ぴ（」一R（D）一・）一P・（・）ぴ’（4－R（D）一・）

　　　　一・6（・）｛∫シ（・）ぴ（胴一・（D）一・・L

　　　　　＋∫訴L）ぴ（ルD－R（D）一・）4五｝

　　　　一（1－Po（7））｛∫シ（L）ぴ’（」一L－R（D）一・）4L

　　　　＋∫1／（L）σ〃（ルD－R（D）一・）4五｝｝

（24）

（25）
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　（24）式より，（25）式は次のように変形される。

　　畜一一〔一E＋1）6ノσ（1垂一1～（1））一γ）一・6（・）叩一・（D）一・

　　　　　一・6・（・）｛∫シ（・）び（況一R（D）一・）・・

　　　　　＋∫ン（五）σ（ルD－R（D）一興｝

　　　　　＋P6（・）｛∫シ（L）ぴ（浸一五一R（D）一・）4L

　　　　　・∫；／（・）ぴ（・一D一・（D）ヅ）・・｝　　　．（26）

　さらに次式輝成立する。

　　rσ（・一・（D）一・）〉∫レ（・）σ（・一・一・（D）一り・・

　　　　　　　　＋∫ン（・）σ（・一D一・（D）一・）…　　　．　（27）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぴ（濯一R（D）一・）＜∫レ（L）びω一五一R（D）一・）髭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド　　　＋∫ノ（五）ぴ（ルD－R（D）一・）4ム　　　　　　　（28）

したがって，（22），． i24），（27），（28）の各式より，

　　畜〉・，．

がえられる。すなわち，初期所得水準が高い人ほど自己防御支出の水準は高く

なる。したがって，初期所得水準が高い人ほど事故の生じる確率は低くなると

とが導かれた。

　ところで，同質的な個人からなる社会の目的関数あるいは，異質な個人から

なる社会をい． ｭつかの集団1と区別することによってつくられる同質的な個人か

らなる集団の目的関数は，次のように示される。ただし，ηは人数を示す。

　　匹急〔・8ひμr・（D））＋・｛｛∫謳（・）σ・（4＋・（D））・L

　　　＋∫1脆伽・（・4ご一1）一1～（D））げ∠｝〕
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　　　　ア
　　　＋　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　（29）

したがって，社会的目的関数を示す（29）式は，（5）式に定数ηを乗じたも

のに等しくなる。そこで，個人の場合と同様の考察を社会的目的関数について

もおこなうことができる。すなわち，損害額が自己負担限度額（保険料の関数

としてきまる）以上の場合にはぐの差額の全額が保険でカバーされるが，そう

でない場合には，全額自己負担するといった保険形態が考えられているとしよ

う。そのとき，自己負担限度額の社会的最適水準について，たとえば次のこと

が言えることになる。すなわち各人の初期所得（保険料の支払い，および保険

事故発生以前の所得）水準が高ければ高いほど，絶対的危険回避度減少の場合

には最適自己負担限度額は高まり，最：適保険料の水準は低くなる。他方，絶対

的危険回避度が増加する場合には，初期所得水準が高ければ高いほど，最適自

己負担限度額は低くなり，最適保険料の水準は高くなる。

一・P・σ（浸一R（D））＋・P・｛∫シ（L）ひ（」一五一R（D））4L

lノ（五）σ（浸一D－R（D））4五｝

§4　最適保険料・給付率・自己負担限度額

　以上においては，保険料に対応した自己負担限度額が定められ，損害がその

自己負担限度額以上の場合にはその差額（損害額一自己負担限度額）が全額保

険でカバーされるが，そうでない場合には，全額自己負担するといった保険形

態が想定されていたが，以下では保険料に保険給付率（したがって，自己負担

率）を対応させた保険形態を考える。ただし，自己負担金が一定額以上になる

ときには，その一定額を越える額に関しては償還されるものとする。すなわ

　　　　　　　　　　　の
ち，高額療養i費支給制度を併せ考える。そして，その制度に対する予算額の変

化が，社会的最適保険料・保険給付率・自己負担限度額にどのような影響を与

7）例えば，国民健康保険においては，1月当たりの自己負担金のうち3万9千円を越

　える額は，高額療養費として支給されている。そして，その高額療養費支給制度など
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えるかについての考察を試みる（第星図参照）。

　初期所得4保険料α，保険給付率1一β，自己負担限度額κが与えられ

たときの汐入σ冨1，…η）の期待効用は次のように示される。

∫ご／㌦（・）照一β・一・）・・＋∫＝、語（・）σμ一κ一・）・ム

　したがって，各人の期待効用からなる社会的目的関数は次のように示される。

　　”一濤〔∫5／㌦（・）砺（ん一β・一α）・・＋∫1、βゐ（・）仏（4一κ一・）・・｝（・・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
　いま，総保険料が保険金支払い総額の期待値に等しいという「公正な保険」

を仮定すると，保険に関する予算制約式は次のようになる。

　　・炉濤∫『（1一β）・西（・）・・　　　　　（31）

　ムがん／β以上，したがって，自己負担が1（以上になるときには，κを越

える額（β五一κ）に関しては償還されるものとする。いま，その償還のための

予算額が5であるとしよう。高額損害に対する予算制約式は次のようになる。

　　　・譲∫＝、β（β・一三・）既　　　　　（32）

　（31），（32）の制約条件式の下で，社会的目的関数〃を最大にするように，

α，β，1（が決められるものとする。

　ラグランジュ関数を

　　H一等〔∫f／βゐ（・）σμ・一β・一÷濤∫『（レβ）・五（・）・・）・・

　　　　＋∫二、〆（・）軌（〃κ一÷濤∫『（1一β）・＾（・）・五）・L〕

　の影響による保険料負担の増大を緩和するための特別の財敢措置としての臨時財政調

　整交付金が，国庫負担として支給されている。1974年度の薪規予算で350億円が計上

　されて以後，年々増額され1979年度当初予算では1312億円となっている。詳しくは，

　健康保険組合連合会編〔8〕を参照。また，高額療養費の償還制については，大野教

　授〔9〕を参照。

8）「公正な保険」については，Becker，　G　S．〔2〕を参照。邦訳P．86。
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κ

0

／
l
－
－
－
－
－
／

45。

（1「β＞L仁

　　　　／／
／／乏成’

βL’一K

K

　κ／β

第1図

ム’

五
．

　　　＋・〔・一斗∫；、β（β・一κ）ゐ（・）・弓　　　　（33）

とすると，一階の条件式は次のように示される。ただし，λはラグランジュ乗

数とする。

器一一∫〔κ’㌦（ム0）σ1（・・一β・一÷禽∫r（1一β）囎め

　　　・（一L＋÷壽∫『勾㌦（L）4五）4L．．’．

　　　＋∫＝／βゐ（・）ひ1（・・一κ一÷濤∫『（1一β）犠と五）・・）

　　　・（檎∫淋（・）・・）・・〕一噛∫；、β・み（・）・・一・，．《・4）

1器一一濤∫；、〆（∠）σ1（4一κ「÷壽∫r（1一β）堀（∠）嬢

　　　・噛∫＝，訴（・）・・一・，　．　　．’（35）
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　　警＋濤∫＝、β（β・イ活（・）・・一・・　　　（・6）

　　　　　　　　　　　　　　ラ
　ニ階の条件は次のようになる。

　　　　　ゐらユ　812　刀「13

　　E　寵　　　1∫21　　　∫122　　　　1／23　　　＞0．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）

　　　　　H31　　H32　　0

　（34），（35），（36）を5に関レて微分し．て整理すると次式をうる。

　　　　　　　　　　　　　　璽　　　　 0
　　　8、、　H、2　∫fユ3　　　　　　　　　　　　　　∂5「

　　　H・・H・・H23　器一　・．　（38）

　　　∬、、　β3，　0　　∂λ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1　　　　　　　　　　　　　　∂5

（38）を最初に壽について解くと・

　　　　　　0　　・仔12　　E13

器一三　・ヨ，，H23・，　　　　　（39）
　　　　　一1　　κ32　　0

となる。（39）式を展開して整理すると，

　　器÷（κユ21123一∬2μ、3）

　　　一・≠（曹∫コ，訴（・）照↓÷曹∫『（1一一β）堀（・）・・）・・）

　　　・禽∫漣離i謄÷壽∫r酬叫㈹

　（37）からE＞0であり，また

禽∫コ、訴（・w（4一κ糟∫『（トβ）犠（・）・・）・・＜・，

9）二階の条件は満たされると仮定する。
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　　壽∫＝，評（・）・・〉・・

であ・・したが・て，壽の符号は・

蓉｛il鐸一÷禽∫r一

の符号と一致する。いま，

F・一
辜R、評（・）・娼尋ラ）・（∫＝、読（・）・・司・義ω≧・）

（41）

と定義しよう。ただし，乃十〇とする。F‘は個人ゴが償還を受ける確率であ

る。これらを使うと，（41）の第1項は次のように変形される。

　　摯∫；・β疏・・．　　　　　　　・・（、，）

　　盈F・

この分子の積分は，各人の1ζ／β以上の損害についての期待損害額である。し

たがって，（42）は，この期待損害額を，乃（個人εにK／β以上の損害が生

じる確率）でウェイトした全体の平均である。他方，（41）の第2項は，各人の

すべての損害についての期待損害額を全体で平均したものである。ところで，

各人については，κ／β以上の損害についての期待損害額は，すべての損害につ

いての期待損害額よりも大きい。すなわち，次の関係がえられる。

　　　　∫＝、β疏（L）の∫『L轟（ム）4ム・

したがって，各人間で，κ／β以上の損害が生じる確率に大きな差がないか，

あるいは，1（／β以上の損害についての期待損害額に大きな差がない場合には，

（41）の符号は正となる。したがって，

器〉・・　　　　　　　　（・・）
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がえられる・． ｼ方，（31）式から1警は器と逆符号であ・から，・の場合に

は，

　　穿く・，　　　　　．．　　　．．．　　　（44）

・回す・．肪器にらいては，（・8）式から次式がえら幡

器一去（H・三訂殉

　　　　一毫〔壽∫二、βゐ（・）蟷∫1／βゐ（・三一β・一謡∫ld一β）．

　　　　・・ゐ（・）・・）（7峠蕩∫『・ゐ（・）・興

　　　　＋鑑評（・）…禽∫＝、β照）照一κ一÷禽∫1（1一β）・

　　　　1ゐ（五）μ・罐∫r聯（・）躍五｛÷急∫r酬μ

　　　　一蕪鍔｝

　　　　一瀞（星β）舗∫コ、評（五）σ1（三一ζ一÷壽∫『（1一β）・．

　　　　　観（・）の・・｝　　　　一一　（45）

〔・〕の第1． ?E第3項は負であるカ・・第・即符号は齪しない・し燦・

て；∂1（／∂5の符毎は』般的には確定しない。また，前述のように，（41）の符

号が正となる場合にも1第2項の符号が正となり，∂1（／∂3の符号は確定しな

い。他方，（41）の符号が負となる場合には，第2項の符号も負となり，∂1（／
　　　　　　ユd）
∂5＜0となる。

10）こめ場合（（41）の符号が負の場合）には；∴∂β／∂3＜0，∂α／’∂3＞0となる6また，

　（4豆）が零に鷹る場合には，∂β／∂3＝0・∂α／∂3＝0・∂・K／∂3く0・となるb
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§5　結　　び

　以上においては，保険政策における最適自己負担限度額について考察を重ね

てきた。例えば，国民健康保険においては，1か月当たりの自己負担金のうち

3万9千回戦越える額は高額療養費として支給されている。このような保険給

付形態の下では，自己負担限度額（上限）の設定が問題となる。そこで，本章で

は，この自己負担限度額の最適水準について検討を試み，上記におけるような

結果を導いた。ところで高額療養費の給付が受けられるのは，たんに，自己負

担金が3万9千円を越えるだけではなく，同じ月に，同一の医療機関で，同一

　　　　　　　　　　　　　　　　ユの
の診療を受けた場合に限られている。例えば，医科と歯科とは別々に計算され

る。したがって，自己負担が3万9千円を越える可能性が生じることになる。

このような状態が生じることは，高額療養費給付の本来の趣旨に適さないと思

われるので，本章で考察したような，自己負担限度額以上の医療費個入負担が

生じないような保険給付形態が望ましいであろう。そのためには，同一の医療

機関で，同一の診療を受けた場合という条件が除かれなけれにならない。とこ

ろで，差額ベット・付添看護料などの差額負担は，高額療養費の給付対象とは

ならない。したがって，差額ベッド代などの差額負担をも併せた個人負担は，

上述の自己負担限度額を越えることになる。（たとえ，同一の医療機関・同一

の診療という条件を除いた場合でも）この差額負担を高額療養費の給付対象と

するか否かは，それらへの支出が直接治療に必要か否かに依存するであろう。

11）詳しくは，土屋氏〔10〕を参照。

〔補注）本章は大阪府立大学経済研究第26巻第3・4号に掲載したものに加筆したもの

　　　である。



5　結び．143

（数学注）

（11）式は次のように展開される。．．

　　　　緯圏三多鍔〉一R・（遜一ρ一R）・・

　したがって，次式が成立する。

　　PIR・lfσ”（24一五一配）ノ（L）4L

　　ぐPIRρR・（∠4－1）一R）lfぴ（濯一L－Rン（L）44「”

　この式を展開すれば｝次式が成：立する。

　　RρP・σ〃（距8）＋ぞ・扇fμ〃（濯一ゐ一3）〆（五）4ゐ

　　＋P1（1十Rのσ”（∠一D－R）♪

　＜一1～ηPoぴ（44－R）R4（∠4－R）

　　一P・砺R・（．4一の一一R）lfび（浸一L－Ry（L）4L

　　－P！（1十Ro）ぴ（淫一D－R）1～昭（」一1）一R）ゑ

さらに，1～。（、4－R）＜R。（浸一1）一R）であるから，次式がえられる。

　一RρP♂ア（漣一R）R4（濯一1～）．

一PIR・牛（∠4－D－R）！37（浸一ム7以L）解

　一P正（1十Rρ）ぴ（孟一1）一1～）1～σ（』一エ）一1～）♪

＜一1～pPoぴ（浸一R）R躍（∠4－D－R）

一P，R・R。（∠4－D－R）～fぴ（濯一L－Ry（L）6L

　－Pl（1十1～o）σ’（ゑ一D－R）1～。（左一1）一R）》

一R・（浸一D－R）〔一且P・σ’ω一R）一P・｛RDI『

　ぴ（∠一L－Ry（L）4L＋（1＋瓦。）ぴ（浸一D－R）β｝〕．

ところで，（6）式から，この不等式の右辺は零に等しい。したがって，

R・P・ひ〃（、4－R）＋PIR・lfひ〃（浸一L－R）ブ（L）4五

　＋Pl（1十1～ρ）σ〃（オー1）一R）β〈0，

がえられる。
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大阪府立大学経済面究叢書

　　第玉冊　西村孝夫著

　　第2冊福原行三著
　　第3冊　和田貞夫著

　　第4冊内田勝敏著
　　第5冊　永島　清著

　　第6冊大野吉輝著
　　　　　　山谷恵俊著

　　　　　　岡本武之著

　　第7冊竹安繁治著

　　第8冊谷山新良著

　　第9冊佐藤浩一著

　　第10冊藤井定義著
　　第11冊　渡瀬　　浩著

　　第12冊　今川　　正著

　　第13冊馬淵透著
　　第14冊　鍬田邦夫著

　　第15冊村上義弘著

　　第16冊鈴本和蔵著

　　第17冊　岡本武之著

　　第18冊片上　明豊

　　第19冊風間鶴寿著：

第20冊　前田英昭著

第21冊　盛　　秀雄著

第22冊　石田喜久夫著

第23冊稲葉四郎著

第24冊武部善人著
第25冊　　山谷恵主著

第26冊立半雄彦著

第27冊市橋英世著
第28冊　横山益治著

第29冊　大野吉輝著

イギリス東インド会社史論　　　　　　　く昭

J．s．ミルの経済政策論研究　　　　　　　　く昭

点集合と経済分析　　　　　　　　　　　く昭

ブリティシュ・トロピカル・アフリカの研究く昭

国際経済と経済変動　　　　　　　　　　　く昭

成長理論の研究　　　　　　　　　　　　　く昭

近世土地政策の研究

保険の性格と構造

現代賃金論序説

幕末の経済思想

経営の社会理論

線型計画と地域開発

国際金融と国民所得

金融理論と金融政策

行政法および行政行為の本質

減価償却政策と維持計慮

ケインズ主義経済理論序説

イギリス「社会改良」時代の研究

相続法の総論的課題

　一相続開始・代襲相続・放棄一

企業行動の理論

日本国憲法の主原則

自然債務の研究

経済学の根抵

産業構造分析

技術進歩と無題成長

L．ワルラスの社会経済学

マーケティング・システムの行動理論

不確実性と決定理論

　一ペイジヤン接近一

財政政策と所得分配
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＜昭　39＞
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＜昭　40＞
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＜昭　41＞

＜昭　42＞
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第30冊　馬淵　透著

第31冊石川常雄著
第32冊　今井　　宏著

第33冊右近健男著

第34冊　森田　　勧著

第35冊前田英昭著

第36冊服部容教皇

第37冊井上和雄著
第38冊　門田安弘著

第39冊　森　淳二朗無

爵40冊　長野祐弘著

第41冊谷山新良面
出42冊乱国　隆著

第43冊藤井定義著
第44冊　宮本勝浩著

第45冊　西村孝夫著

第46冊　森田　　効黒

歯47冊福島孝夫著

第48冊市橋英世著

第49冊　長尾周面著

第50冊　洲浜源一著

第51冊山下和久著
第52冊　加登　　墨壷

第53冊高木洋子著
第54冊　津戸正広著

第55冊中田善啓著
第56冊　渡辺　　茂著

国際収支理論のグラフ的分析

通貨変動理論の研究

議決権代理行使の勧誘

離婚扶養の研究

　一財産分与論　その1一

労働市場分析による労働経済の研究
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企業の最適な投資政策，研究・開発政策お

よび宣伝・広告政策について

新ケインズ派基礎理論研究　　　　　　　　く昭

ユーゴスラヴィアの市場社会主義　　　　　く昭

計算価格による分権的システム　　　　　　く昭

配当制限基準と法的資本制度　　　　　　　く昭

　一アメリカ法の資産分配規制の史的展開一

垂直市場システムの研究

　一市場システムの基礎理論一

産業連関分析

利子率の期間別構造と国債管理

回報堂と経済思想

分権的経済計画と社会主義経済の理論

フランス東インド会社小史

＜昭　46＞

＜昭　46＞

47＞

47＞

48＞

49＞

＜昭　49＞

西ドイツにおける外国人労働力雇用の経済

的側面

会計収益認識論　　　　　　　　　　　　く昭　53＞

組織サイバネティクス研究　　　　　　　〈昭　53＞

　一組織行動の一般理論一

壷織体における権力と権威

観測不可能な変数を含む経済モデルの推定

外部性と公共部門

コスト・ビヘイブアの分析技法

国際経済の成長に関する諸問題

価値と生産価格

　一転化論争の展開一

流通システムと取引行動

医療をめぐる公共政策
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